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第２２回法整備支援連絡会発言録

開会挨拶

田所嘉德法務副大臣：

皆様こんにちは。法務副大臣の田所嘉德
です。第２２回法整備支援連絡会の開催に
当たりまして，一言ご挨拶申し上げます。
世界各地の開発途上国に対し，法令の制
定やその運用に必要な体制整備に関する支
援を行う法制度整備支援は，開発途上国
が，良い統治（グッド・ガバナンス）に基
づく持続的成長の実現を目指すに際し，こ
れに不可欠な基盤を形成するための自助努
力を支援する，という大変重要な活動で
す。
我が国の法制度整備支援は，現地に専門
家を派遣して，相手国の関係機関との対
話・調整を進めながら，相手国の文化や歴
史を尊重し，相手国の発展段階や社会の実
情・ニーズに合わせた支援をしているこ
と，また，支援活動の際には相手国のオー
ナーシップを最大限に尊重しているところ
に大きな特長があります。
また，法令の制定や改正にとどまらず，
法制度が適切に運用されるための基盤整
備，法曹人材の育成や法学教育，実務にお
ける個人や機関の能力強化までを広く支援
の対象としている点も特長の一つであると
言えます。このような我が国ならではの法
制度整備支援は，相手国の発展に寄与し，
相手国と我が国の間の良好な関係の強化に
も資するものとして，他国の支援と異なる
価値を有するものと考えております。
法務省は，ＪＩＣＡを始めとする関係者
の皆様とともに，ベトナム社会主義共和国
を皮切りに２０年以上にわたり，この法制

度整備支援に取り組んできました。その中
で，法務総合研究所に法制度整備支援の専
門部署として国際協力部（ＩＣＤ）を創設
してから本年４月で２０周年を迎えまし
た。関係者の皆様におかれましては，ＩＣ
Ｄの活動に平素から多大なるご支援・ご協
力をいただいておりますことを，ここに改
めて深く感謝申し上げます。
開発途上国に対する法制度整備支援の重
要性は，現在法務省が力を入れている，国
際社会における法の支配の確立を目指す取
組である「司法外交」の文脈でも，広く認
識されています。そのような法制度整備支
援に携わる関係者の，定期的な情報共有・
意見交換の場である本連絡会の意義は非常
に大きいと言えます。
今回の連絡会におきましては，「新たな
時代の法整備支援～ＩＣＤ創設２０周年を
機として～」というテーマの下，今日の我
が国の法制度整備支援の礎を築かれた森嶌
昭夫名古屋大学名誉教授を始めとする日本
の法制度整備支援を支えてきた専門家が集
い，これまでの軌跡を振り返り，新しい時
代の法制度整備支援について協議が行われ
るものと承知しています。
今回の連絡会は，我が国の法制度整備支
援を次のステップ，更なる発展へと高める
ために非常に大きな重要な機会であると思
います。実りある議論に期待しておりま
す。
最後になりましたが，ご参集の皆様の更
なるご活躍とご健勝を祈念いたしまして，
私の挨拶とさせていただきます。ありがと
うございました。
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上冨敏伸法務省法務総合研究所長：

法務総合研究所長の上冨と申します。
まず，この昭島の会場までご足労いただ
きました皆様，そして，国内外からオンラ
インでご参加いただいている皆様には，心
からの歓迎と御礼を申し上げます。
本日は，プログラムにもありますとお
り，講演に続き，関係各方面からの活動報
告，そしてパネルディスカッションが予定
されておりますところ，これらのために，
ご多忙中にもかかわらず，いろいろとご準
備いただきました名古屋大学名誉教授の森
嶌昭夫先生ほか関係者の皆様にも厚く御礼
を申し上げます。
また，本日のこの機会に，私ども法務総
合研究所の国際協力部，ＩＣＤが今年で創
部２０周年を迎えましたことにつき，ラオ
ス人民民主共和国最高人民裁判所副長官ブ
ンクワン・タヴィサック様，東ティモール
司法省法律諮問立法局長ネリーニョ・ヴィ
タル様，ベトナム社会主義共和国司法省元
次官ディン・チュン・トゥン様から，お祝
いのビデオメッセージを頂戴いたしており
ます。お三方のお心遣いに深く感謝申し上
げます。
昨年春からの１年間は，我が法務総合研
究所にとっても，新型コロナウイルス感染
症に翻弄された１年でした。海外渡航もま
まならない状況で，ＩＣＤの活動について
も大きな制約がありました。しかし，ＩＣ
Ｄでは，オンライン研修の積極的な活用や
ウェブミーティングの積み重ねなど，持続
的な活動のための様々な努力を行ってまい
りました。これらの活動を続ける中で蓄積
した新たなノウハウは，新型コロナウイル
ス感染症の蔓延が収束し，海外との行き来
が自由にできるようになった後も，より良

い支援を行うために大いに役立つものと確
信しております。
先ほど，田所副大臣からも言及がありま
したとおり，今回の法整備支援連絡会は，
本年が法務省による法制度整備支援活動の
中核を担ってきたＩＣＤの創立２０周年と
いう節目の年であることから，「新たな時
代の法整備支援～ＩＣＤ創設２０周年を機
として～」というテーマを掲げ，これまで
の軌跡を振り返るとともに，これからの法
制度整備支援についての展望を協議するこ
とといたしました。
関係者の皆様におかれましても，コロナ
禍の下での難しい状況の中，様々な工夫を
凝らして活動を続けてこられたものと存じ
ます。本日の活動報告では，併せて，その
ような面においても有益な情報交換ができ
るものと期待しております。
そして，講演会，パネルディスカッショ
ンにおいては，まさにＩＣＤ２０周年を記
念するにふさわしいお話をしていただける
方々をお迎えいたしました。
我が国の法制度整備支援の黎明期から今
日に至るまで，第一線において法制度整備
支援の発展に尽くしてこられた森嶌昭夫名
誉教授，鮎京正訓名誉教授をはじめとし，
今日の法制度整備支援を支えるトップラン
ナーの皆様が一堂に会する大変貴重な機会
となっております。
これまでの我が国の法制度整備支援の歩
みを振り返り，我が国の法制度整備支援が
何を目指してきたのか，その時々でどのよ
うにして困難を乗り越えてきたのかを振り
返るとともに，これからの法制度整備支援
の進むべき道について，活発なご議論をい
ただきたいと存じます。
この会場の皆様のみならず，国内外から
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オンライン参加されている皆様にも，質問
やコメントをお寄せいただくなどして，積
極的に議論にご参加いただければ幸いで
す。
最後になりましたが，本法整備支援連絡
会にご後援を賜りました最高裁判所，日本
弁護士連合会，独立行政法人日本貿易振興
機構アジア経済研究所，公益財団法人国際
民商事法センターの皆様に心より感謝申し
上げますとともに，本日ご参加いただいて
おります皆様方のますますのご活躍を祈念
いたしまして，私の挨拶とさせていただき
ます。

中村俊之独立行政法人国際協力機構理事：

ただいまご紹介いただきましたＪＩＣＡ
理事の中村でございます。
まず，本日の法整備支援連絡会にご参加
の皆様及び開催にご尽力いただきました関
係者の皆様に，心より御礼を申し上げま
す。また，法務省法務総合研究所国際協力
部，ＩＣＤの関係者の皆様に，２０年のご
活躍に対してお祝い申し上げますととも
に，その間の私どもに対するご厚誼に対し
て厚く御礼を申し上げます。
私どもＪＩＣＡは，一人ひとりの暮ら
し，命，尊厳を守る「人間の安全保障」の
実現をそのミッションの一つとしており，
法整備支援は，このミッションを達成する
上での大変重要な協力の一つであると考え
ております。
昨今，新型コロナウイルスの流行の影響
もあり，世界各地の情勢が流動化し，人々
の暮らし，命，尊厳に対する脅威が高まる
中，また，その過程で，「法の支配」や
「民主主義」といった価値に対する支持が
揺らぐようにも見える中，法整備支援は，

世界，日本にとって，今後益々重要な協力
分野となると考えております。
こうした法整備支援の今後のあり方につ
いて，本日，私どものかけがえのないパー
トナーでいらっしゃいますＩＣＤの設立
２０周年の機会を捉えて，皆様と一緒に議
論できることを大変楽しみにております。
私どもとしましては，本日の議論は，中長
期的な事業のあり方のみならず，より短期
的な課題，例えば，今年３月の京都コング
レスのフォローアップや，来年チュニジア
で開催が予定されている第８回アフリカ開
発会議（ＴＩＣＡＤ８）に対する貢献策を
考える上でも，非常に重要であると考えて
おります。
さて，法整備支援が本格的に開始された
１９９０年代後半から現在までを振り返り
ますと，支援対象国を取り巻く環境，そし
て課題は大きく変化していることを実感し
ております。
そのような中で，支援対象国のニーズに
応えながら，ＳＤＧｓや日本政府の重要政
策の実現を達成するとともにそれを加速化
させるためには，日本国内のステークホル
ダーの皆様の様々な取組とさらに連携を図
り，大きな相乗効果を生み出していく必要
があると認識しております。
そのためには，ＪＩＣＡとして，様々な
国で展開している協力について，セクター
ごとに一定の共通性・方向性を持たせ，幅
広い省の皆様にその方針をわかりやすくご
説明し，ご賛同を得て，参加者の輪を広げ
ていくことが不可欠と考えており，現在
「クラスター」ないし「グローバル・ア
ジェンダ」という概念の下で，重要なセク
ターについて方針の検討を進めているとこ
ろでございます。
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法整備支援におきましては，既に，法務
省，最高裁，日本弁護士連合会，大学など
を中心とする関係の皆様から多大なご協力
をいただいてきているところではございま
すが，他のセクター同様，今後こうした方
針の検討をさらに進め，これを土台として
さらなる協力関係の拡充・深化を目指して
いく所存でございます。そして例えば，
「アジア・ビジネス・ロー・フォーラム」
など関係の皆様が設立されたプラット
フォームに貢献申し上げることはもちろん
ではございますが，ＪＩＣＡ自ら，関係省
庁，大学，弁護士事務所，企業等の幅広い
関係者の皆様との連携のための場や機会を
積極的にご提案していきたいと考えており
ます。
本日は大学の関係者の皆様も数多くご参
加いただいていると思います。皆様との関
係におきましては，留学生受入事業におけ
るさらなる連携をお願いしたく考えており
ます。既に名古屋大学に受け入れていただ
きました，ベトナムのロン司法大臣のよう
な素晴らしい事例がございますが，ＪＩＣ
Ａとしましては，＜日本と開発途上国の関
係強化につながる，将来指導的立場につく
可能性のある人材の育成をさらに進めるこ
と＞，また，＜そうした方々には，日本へ
の留学に際して，欧米とは異なる日本の近
代化の経験，戦後の援助実施国としての知
見，さらには日本の民主主義を支える日本
社会・市民の価値観等も学んでいただくこ
と＞が重要であると考え，数年前，理事長
の北岡のイニシアチブの下，「ＪＩＣＡ開
発大学院連携プログラム」を立ち上げまし
た。
このプログラムの下，各法整備支援プロ
ジェクトとの連携を図った新たな留学生受

入事業も関係大学の皆様のご協力の下で進
めているところではございますが，プログ
ラムのさらなる拡充に向けたご協力を，こ
の場をお借りしてお願い申し上げます。
ここで過去１年間を振り返りますと，新
型コロナウイルスの影響がございました。
そのような中でも，専門家や関係機関の皆
様には遠隔での活動を積極的に推進してい
ただきました。
また，新たな案件の形成につきまして
も，関係者の皆様にご協力をいただきなが
ら，遠隔で進めることができました。この
後お話になられる森嶌先生にも，ベトナム
側との度重なるオンライン協議にご参加い
ただき，お陰様で，無事，今年１月から新
規案件を開始することができました。困難
な状況下においても，パートナーである途
上国の方々との信頼関係を維持することが
でき，関係の皆様に改めて御礼を申し上げ
ます。
法整備支援の現場において，対面でのコ
ミュニケーションが大切であることは言う
までもありませんが，このような遠隔での
協力の知見も活かし，「ｗｉｔｈコロナ」
期のみならず「ｐｏｓｔコロナ」期におい
ても，デジタル技術のさらなる活用におけ
る効果的な協力の可能性を皆様と一緒に考
えてまいりたいと思っております。
本日，この場には日頃よりＪＩＣＡの事
業にご協力をいただいている関係者の皆様
に多数ご出席いただいております。改めて
日ごろの皆様のご協力に感謝申し上げます
とともに，引き続きのご指導を賜りますよ
う重ねてお願い申し上げます。
最後に，本日の連絡会の成功と今後の協
力の深化を祈念し，私からのご挨拶とさせ
ていただきます。ありがとうございまし
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た。

ＩＣＤ２０周年祝辞メッセージ

ブンクワン・タヴィサック　ラオス人民民

主共和国最高人民裁判所副長官：

ラオス法の支配発展促進プロジェクトの
合同調整委員会を代表しまして，ＩＣＤが
設立してから２０周年を迎えられましたこ
と，そして，ＩＣＤの２０年間における目
覚ましいご成長及びご成果をお祝い申し上
げます。
ご存知のとおり，ラオスと日本の両国
民，両政府は長い期間にわたり，友好関
係・協力関係を構築してきました。
２０２０年末には，ラオス・日本外交関係
樹立６５周年をお祝いしました。日本政
府，そして日本国民の皆様はラオスに対し
て，専門分野であるインフラ，教育，保
健，法律など，様々な分野に対するご支援
を多くのプロジェクトを通じて実施されて
きました。法律分野に関しては，ＪＩＣＡ
法整備支援プロジェクトを通じて，ＩＣＤ
の皆様が支援活動をしてくださっていま
す。ＩＣＤの皆様からは，この２０年にわ
たり，ラオスに対する法律分野の支援活動
をしていただいています。
活動を振り返ってみると，３つ時期に分
けることができます。
最初の時期，２００１年以前の時期で
は，民法，商法，教育研修に関する支援で
した。
第２の時期，２００１年から２００６年
は，共同の法整備プロジェクトが実施さ
れ，私も担当委員として参加させていただ
きました。この時期には，多数の手引書，
教科書などが作成されました。

そして，第３の時期，２０１０年から現
在まで法整備支援プロジェクトが継続的に
実施されています。私も２０年以上プロ
ジェクトに関わり，ＩＣＤの皆様との活動
を通じて，ＩＣＤと深い絆を築くことがで
き，光栄に思っています。
実は，ラオス最高裁判所は昔からＩＣＤ
との交流がありました。例えば，２００２
年頃，大阪にあるＩＣＤ施設の開所式に，
当時のラオス最高裁判所長官も出席して，
両組織の協力関係を深めました。私自身，
今まで何度もＩＣＤで研修を受け，プロ
ジェクト活動に関与してきました。ＩＣＤ
教官やスタッフの皆様から受けた温かいご
歓迎への喜びと感謝の気持ちは言葉にでき
ないほどです。私は２００７年から
２００８年の間，名古屋大学に留学してい
たため，私のプロジェクト活動への参加は
一時休止しましたが，実はその間でも，金
曜日と土曜日になると，プロジェクト活動
の準備のために，ＩＣＤに行って，名古屋
大学の鮎京先生や，ＩＣＤの渡部様や森永
様，その他多くの専門家の方々と一緒に研
究などを行いました。２００９年に留学を
終えて帰国した後，２０１０年７月に法律
人材育成強化プロジェクトが開始され，私
もプロジェクトに参加し，その後，運営委
員会として，現在は合同調整委員会として
プロジェクトに継続的に参加しています。
このプロジェクト活動は，ラオスの法律，
司法分野の発展に大きく貢献できるものと
考えています。
私たちは２０年間のプロジェクト活動か
らたくさんのことを学びましたが，大きく
分けると，３つのことを得ることができた
と私は思います。
第一に人材開発です。プロジェクト参加
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者は，専門知識を向上させ，日本式の仕事
のやり方及び業務計画の立て方を学ぶこと
ができました。また，法律の研究や教科書
の作成に関する知見を習得できました。さ
らには，発表や説明のスキルを身に付ける
ことができました。
第二は，プロジェクトの成果物です。当
プロジェクト活動により，法律関連の手引
書，教科書，訴訟手続のチャート，パンフ
レットなどを作ることができました。これ
らの成果物は図書館，学校や関係機関など
に配布され，教師，法律実務家や社会の
人々に幅広く使われています。
第三は，社会の法令遵守意識の向上で
す。私たちは，プロジェクトの成果物を用
いた普及活動を行い，社会の法令遵守意識
の向上に貢献しています。この中でも，プ
ロジェクトの最大の成果は，ラオス初の民
法典が作られたことだと思います。ラオス
民法典は，ＪＩＣＡ，ＩＣＤ及びラオスの
法律家の共同作業により成し遂げた歴史的
な成果と言えます。
この２０年にわたるＩＣＤとの協力活動
により得られた知識や経験は，ラオスにお
ける法曹養成，法制度の発展，ひいては法
の支配の構築に大きく貢献できるものと
思っています。今後も，ＪＩＣＡ及びＩＣ
Ｄの皆様，そして先生方には，ラオスの法
曹養成，法制度の発展に引き続きご支援や
ご協力をお願いいたします。合同調整委員
会として，そして私個人として，ＪＩＣＡ
を通じて多大なご支援くださる日本政府，
そして日本国民の皆様，法整備支援プロ
ジェクトの主要な実施機関としてご支援く
ださるＩＣＤ，そして，ラオスの法曹養
成，法制度の発展に対する日本の先生方，
専門家の皆様のご尽力に心より感謝申し上

げます。
最後になりますが，改めてＩＣＤの設立
２０周年を迎えられましたことをお慶び申
し上げます。ＩＣＤのさらなるご成長，皆
様のご健康とご活躍，ラオスと日本の友好
関係の更なる発展を祈念して私の挨拶とさ
せていただきます。ありがとうございまし
た。

ネリーニョ・ヴィタル　東ティモール民主

共和国司法省法律諮問立法局長：

法務総合研究所国際協力部の森永部長を
始めとする職員の皆様，本日ご参加されて
いる皆様に，敬意をこめてご挨拶いたしま
す。本日，ＩＣＤの２０周年記念イベント
に参加し，この様な重要なイベントで祝辞
を述べさせていただきますのは，私にとっ
て，大変，光栄なことです。
ＩＣＤは，東ティモール民主共和国，特
に，司法省法律諮問立法局（ＤＮＡＪＬ）
にとって，重要なパートナーです。
２００９年に開始されたＩＣＤと法律諮問
立法局における協働及び協力関係は，多く
の成功をおさめ，今日まで良好に継続して
います。これまでの協力により，法律諮問
立法局は，東ティモール司法省の年間行動
計画において，年間の法令起草目標を立
て，毎年，これを達成してきました。ま
た，ＩＣＤの協力により，当局は，国際刑
事司法協力法，違法薬物取締法などを手が
けてきました。他にも，共同研究の成果が
多数あり，中でも，市民登録法や調停法に
ついては，現在，最終調整段階に入ってい
ますし，弁護士会法は，国民議会にて審議
中です。また，現在，起草中の土地財産関
連法案には，不動産登記法案，地籍法案，
コミュニティー不動産法案などがあり，こ
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れらも，近いうちに，当局が閣議にて発表
を行う予定です。
３，４年前でしょうか，私がＩＣＤの本
邦研修のため東京に赴いた際，これまでの
協力について所感を述べる機会がありまし
たが，本日，もう一度，繰り返しお伝えし
たいことがあります。私たちにとって，Ｉ
ＣＤの協力は，すなわち，ＩＣＤと法律諮
問立法局の両者の関係が良い均衡を保って
いるという点において，唯一無二であり，
大変，貴重な関係であるということです。
私たちとの共同研究において，ＩＣＤは，
関連する情報，知識，研究教材のすべてを
サポートしてくださいますが，研究主題の
選択や立法についての決定は，いつも，私
たち自身に委ね，私たち東ティモール国民
自身に，自国の状況に沿った立法について
の判断を行う機会を与えるという，とても
美しく，素晴らしい関係です。
この様な関係の歩みの中で，法律諮問立
法局の人材育成支援に多大な貢献をされて
きた，森永部長を始めとするＩＣＤの皆様
に，法律諮問立法局長として，改めて，感
謝申し上げます。私たちのこの関係が，今
後も停滞することなく継続し，東ティモー
ル人の法律家及び法律起草者の技術向上に
寄与し続けますことを切に願っておりま
す。
本日，東ティモール司法省法律諮問立法
局長として，また，個人として，ＩＣＤ
２０周年の記念をともに祝うことができ，
大変幸せです。私たち一同，２０年の経験
を経て，ＩＣＤが今後さらに発展を続け，
私たちやその他の人材育成及び組織開発支
援が必要な国々の協働者として，より良い
関係で歩み続けることができますことを，
確信しております。

２０周年，おめでとうございます！あり
がとうございました。

ディン・チュン・トゥン　ベトナム社会主

義共和国司法省元次官：

日本国法務省法務総合研究所ＩＣＤの
２０周年記念イベント開催に際して，ＪＩ
ＣＡに支援していただいているベトナムの
法・司法分野のプロジェクトで一緒にお仕
事をしたことのある皆様と，このようにし
てお会いできて大変嬉しいです。ＩＣＤの
２０周年記念イベントにこのような形でご
協力できることを光栄に思います。
日越の法律分野での協力関係は，３０年
近くの期間が経過しました。そして，支援
が始まった１９９３年・１９９４年から今
日まで続いてきた日本とベトナムの協力関
係は，日増しに強化されており，その質も
高く，評価されつつあると理解しておりま
す。
これまでのＪＩＣＡプロジェクトを通じ
た日本の法務省によるベトナムに対する技
術支援のお陰により，ベトナムは，日本の
専門家の貴重な経験を学んだ上で，司法省
を始めとする政府機関において重要な法案
を国会に提出することができました。ベト
ナムの重要法案の起草に際しては，日本の
専門家の方々の多くの知見が役立っており
ます。
専門家の貴重な経験を共有いただきなが
ら，具体的には民法，民事訴訟法，刑法，
刑事訴訟法，民事判決執行法，企業破産
法，国家賠償責任法などがベトナムの実情
に合わせてカスタマイズされ，国会に提出
されました。また，日本の支援はベトナム
の法律・司法分野における職員の能力向上
にも貢献しています。こうした技術支援の
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お陰で，ベトナムは社会経済の発展のみな
らず，人民の人民による人民のための社会
主義的法治国家の建設を実現することがで
きました。
また，２０２０年には，日本の法務省と
ベトナム司法省との間で法律分野における
協力の合意がなされ，２０２１年から
２０２５年までのＪＩＣＡの新規プロジェ
クトが正式に承認されました。
この合意は，今後両国がさらなる一歩を
踏み出すために重要なものと考えておりま
す。
これは，日越両国の友好関係の新たな発
展を記念すべき節目でもあると思います。
ＪＩＣＡプロジェクトが積み上げてきた実
績を振り返り，日本のＩＣＤを始めとする
日本国法務省のご尽力が大きなものであっ
たと理解しております。特に，ＩＣＤが設
立された２０１１年から今まで，皆様に
は，我々と密に連携し，ベトナム司法省や
他の政府機関のさまざまなＪＩＣＡの活動
を大いにご支援いただきました。具体的に
は，ベトナムからの研修団が日本で行う本
邦研修やＪＩＣＡと連携したベトナム現地
専門家などの選定と派遣，調査団のベトナ
ムへの派遣，ベトナムの法・司法分野の指
導者の訪日の対応などであり，これらの具
体的な活動を通じて，ＩＣＤとの協力関係
は深まってきました。
ＪＩＣＡの長期派遣専門家は，どなたも
有能で責任感が強く，仕事以外の場面にお
いても親切・勤勉であり，長期派遣専門家
やＩＣＤの方々と共に仕事をできることは
大変心強いです。専門家の皆様は，ベトナ
ムのために仕事をしてくださっています
が，ご自身の国のお仕事のように努力して
いただいています。

ＩＣＤの設立２０周年の折に，謹んで心
からの感謝とお祝いの言葉をお届けしたい
と思います。ＩＣＤのさらなるご成功をご
祈念いたします。さらに，２０２１年から
２０２５年までのプロジェクトの着実な遂
行及びこの間の両国の法務大臣が合意され
た協力の実現のため，引き続き，皆様方に
は両国の架け橋の役割を担っていただけれ
ばと思います。また，二国間の法・司法協
力関係を新たな高みに引き上げ，ベトナム
と日本，そしてアジアの平和と繁栄のため
の広範な戦略パートナーシップが促進され
ることを願います。
ありがとうございました！

第２部　活動報告

須田大ＩＣＤ副部長：

ＩＣＤの活動報告をいたします。
スライドの２枚目をご覧ください。 

ＩＣＤが関与する法制度整備支援の対象国
や範囲は，年々拡大傾向にございます。Ｉ
ＣＤが創設された２００１年当時は，ベト
ナム，カンボジア，ラオス等の５カ国でし
たが，現在では，スライドのとおり，アジ
ア地域の１５カ国に及んでいます。ＩＣＤ
の法制度整備支援の業務は，ＪＩＣＡの技
術協力案件に参加する形で行うものと，Ｉ
ＣＤが主導して行うものに，大別されてい
ます。これから，順に，前回の法整備支援
連絡会以降のＩＣＤの活動についてご報告
いたします。
スライドの３枚目をご覧ください。こち
らのスライドには，ＩＣＤが，ＪＩＣＡの
技術協力案件に協力する形で行った活動を
記載しました。
ベトナムでは，新旧のプロジェクトの切
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り替わりがありました。旧プロジェクトに
関しましては，昨年２月と３月に，本邦研
修を実施しました。今年１月からは，スラ
イドに記載した新プロジェクトをスタート
しており，法務省からは２名の長期専門家
を派遣しています。初年度である今年は，
プロジェクトで扱う重要課題を特定する活
動を行っています。
カンボジアでは，スライド記載のプロ
ジェクト活動を引き続き行っており，法務
省からは，２名の長期専門家を派遣してい
ます。ＩＣＤは，現地で実施されたワーク
ショップにオンラインで参加するなどし，
新型コロナウイルスの状況下でも現地活動
を実質的にサポートしてきております。
ラオスのプロジェクトには，法務省から
１名の長期専門家を派遣しています。スラ
イド記載の活動を行っておりますが，この
うち，民事判決書マニュアルは，十数年前
にプロジェクト活動で作成した物であり，
２０１２年の民訴法の改正を受け，改訂を
行っています。ＩＣＤは，教官が現地で実
施するセミナーやワーキンググループ活動
にオンライン参加するなどして協力してお
ります。
ミャンマーでは，スライドに記載したプ
ロジェクトが実施されておりまして，昨年
８月，商標法の運用に関するウェブ形式の
セミナーを行いました。今年１月には，調
停人トレーニング研修をオンラインで開催
しております。現在は，政情不安定な状況
にありますため，プロジェクトが一時中断
しております。
インドネシアでは，スライドに記載した
プロジェクトが進行中で，法務省からは２
名の長期専門家を派遣しています。新型コ
ロナウイルスの影響により，長期専門家の

一時帰国期間が長くなったこともございま
して，やむなく活動が停滞していました
が，今年度に入り専門家が現地に戻り，活
動を再開しています。
バングラデシュです。昨年９月からは，
調停制度と事件管理の強化を目的とした国
別研修にＩＣＤが協力しています。昨年
１０月には，調停人養成トレーニングに関
するオンラインセミナーを，昨年１１月と
今年３月には，民事訴訟の遅延解消に関す
るオンラインワークショップを実施しまし
た。また，調停に関しては，オンデマンド
教材を作成しました。
最後に，スリランカに関しては，刑事訴
訟の遅延解消に向けた実務改善の国別研修
として，今年３月，４月に，オンラインで
研修を実施しました。
スライドの４枚目をご覧ください。こち
らのスライドは，ＩＣＤが主導して行った
活動について記載しております。
東ティモールでは，スライドに記載した
活動として，昨年１１月に不動産登記法に
関するオンラインセミナーを実施しまし
た。今年は，１月及び２月に不動産登記法
や土地の紛争解決に関して，３月には土地
関連法に関してオンラインセミナーを実施
しました。
ウズベキスタンに関しては，行政手続法
等に関する共同研究や，犯罪白書作成支援
などを行っています。犯罪白書作成支援で
は，犯罪白書を作成している法務総合研究
所研究部の協力も得て内容の濃い支援を
行っております。
モンゴルでは，現在，商法典を起草中で
あり，ＩＣＤでは，商取引に関する法律整
備のための共同研究を行ってきました。つ
い先日の５月には，商法典起草の中核メン
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バーを含むモンゴル国立大学の教授陣を対
象に，オンラインセミナーを実施しまし
た。
ネパールに関しては，最高裁判所や国家
司法学院との共催によるセミナーを実施し
ました。国際私法，不法行為，過失犯，公
判前整理手続など民事・刑事の両分野の
テーマで，昨年１２月，今年３月にそれぞ
れオンラインセミナーを行いました。
ミャンマーでは，土地登録法制に関する
共同研究を引き続き実施しており，昨年
１２月にオンラインで研究事業を行いまし
た。また，知的財産分野の行政取締りに関
するセミナーも今年１月に行っています。
ラオスに関しては，国立司法研修所と法
務総合研究所の協力覚書に基づく活動を
行っており，今年３月に，未遂犯や量刑を
テーマとした刑事分野のオンラインセミ
ナーを実施しました。現在，次回のセミ
ナーを準備中です。
最後に，カンボジアですが，王立司法学
院と法務総合研究所の協力覚書に基づき，
教育体制強化に向けた共同活動を計画中で
す。新型コロナウイルスの影響でセミナー
の実施が延期になっておりますが，早期の
実現を目指しています。
スライドの５枚目をご覧ください。その
他の活動について報告します。
法整備支援へのいざないは，学生，司法
修習生，若手の法曹や研究者に，法制度整
備支援の魅力を伝え，いざなうイベントで
す。名古屋大学や慶應大学が行うイベント
と連携して実施しています。昨年は，１１
月にオンラインで実施し，長期専門家経験
者，現役の長期派遣専門家，ＪＩＣＡ職員
の方からの講演，参加者とのディスカッ
ションを行い，法制度整備支援の魅力や，

関わり方を紹介しました。
国際協力人材育成研修ですが，これは，
法務・検察の職員を対象とし，法制度整備
支援に携わる人材の育成を目的とした研修
事業で２００９年から毎年１回実施してい
ます。この研修の参加者には，その後，実
際にＩＣＤ教官として活躍し，中には長期
専門家として国外に派遣される者もおり，
この分野の重要な人材育成事業となってお
ります。昨年は１１月にオンラインで実施
しました。
アジア・太平洋法制研究会ですが，これ
は，ＩＣＣＬＣとの共催で関西を中心とし
て行っています。１９９６年から長く続い
ている活動です。第１０回の研究会は，関
西に拠点を置く弁護士，学者，企業法務担
当者の方々に委員を務めていただき，ジョ
イントベンチャー契約をテーマに，ベトナ
ム等４カ国を研究対象として実施し，今年
３月には，オンライン形式でシンポジウム
を開催し，参加者約１３０名の盛況な会議
を行いました。
６枚目のスライドをご覧ください。
２０２０年２月以降は，新型コロナウイル
スの影響を受け，従前は，直接参加形式の
みで行っていたイベントや活動を，やむな
くＷｅｂ会議システムを活用しオンライン
にて行いました。オンライン参加の採用に
より，遠隔地の方など直接参加形式では参
加できなかった方々にも参加していただけ
ましたし，海外からの参加も可能となりま
した。オンライン形式には，このような利
点がございます。
他方で，直接参加形式には，面前で行う
インパクト，参加者同士の密な協議，人間
関係の醸成といった利点があるので，今
後，コロナ収束となった場合，直接参加と
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オンラインとの併用で行うことが必要だと
考えております。特に，共同研究や本邦研
修といった事業は，来日していただき，日
本の関係者と密な協議や意見交換を行うと
ともに，関係機関への訪問・見学などを通
じて効果的な事業を実施できるため，やは
りオンラインだけでは足りないと言わざる
を得ません。早く，コロナが収束すること
が望まれます。
７枚目のスライドをご覧ください。ご存
知の方も多いと思いますが，２０２１年３
月には，第１４回国連犯罪防止刑事司法会
議，いわゆる京都コングレスが開催されま
した。ＩＣＤは，ＪＩＣＡとの共催で，ス
ライドに記載した２つのサイドイベントを
実施し，いずれのイベントも盛況に行うこ
とができました。
最後のスライドをお願いします。
２０２０年２月以降におけるＩＣＤの主な
活動について報告させていただきました。
これらの活動に関して，関係者の皆様方の
お力添えを賜りましたこと，この場をお借
りして御礼申し上げます。今後も，引き続
き，よろしくお願いいたします。ありがと
うございました。

入江淳子国連アジア極東犯罪防止研修所次

長：

国連アジア極東犯罪防止研修所ＵＮＡＦ
ＥＩ次長の入江と申します。今日はよろし
くお願いいたします。私からは，ＵＮＡＦ
ＥＩ又はアジ研というふうに呼ばれており
ますが，この業務のご説明と活動報告を行
いたいと思います。ＵＮＡＦＥＩの業務を
簡単に説明させていただきます。ＵＮＡＦ
ＥＩは国連との１９６１年の協定により，
１９６２年に設立された機関です。国連の

政策の実現を図る犯罪防止・刑事司法プロ
グラムネットワーク機関（ＰＮＩ）の１つ
でございまして，世界にＵＮＯＤＣのほか
１８機関ある機関のうちの１つです。ＰＮ
Ｉでございますので，国連犯罪防止・刑事
司法会議，いわゆるコングレス，それから
毎年行われます国連犯罪防止・刑事司法委
員会，コミッションと呼ばれております
が，これへの参加と貢献，それから国連の
犯罪防止刑事司法分野の重要関心事項に配
慮した研修活動等を行うことが求められて
おります。そこでＵＮＡＦＥＩはＯＤＡ予
算，主にＪＩＣＡの予算でやらせていただ
いておりますが，これにより途上国の刑事
司法実務家の能力向上のための支援を主に
行っております。
組織について簡単に説明いたしますと，
所長に関しましては，国連承認人事となっ
ております。また，教官は検事，裁判官，
矯正，保護など刑事司法のあらゆる分野か
ら集まっております。
ＵＮＡＦＥＩの活動は主に研修でござい
ますが，通常は，ＪＩＣＡの予算で行って
おります国際研修というのがＵＮＡＦＥＩ
の活動の柱となっております。スライドに
書かれておりますように，刑事司法，犯罪
者処遇，高官セミナー，汚職防止に関しま
して，それぞれ本邦に研修員を招へいして
の１か月を超える研修，これが柱となる活
動でございます。その他ＡＳＥＡＮ地域の
汚職防止に特化した地域別研修や，ＵＮＯ
ＤＣと共同でバイの国別研修なども行って
おります。
それでは昨年度，令和２年度の活動につ
いてご報告いたします。令和２年度はコロ
ナの影響でＪＩＣＡによる招へいができな
くなってしまったため，先ほど申しまし
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た，いわゆる四大研修は実施見送りとなっ
てしまいました。一方，法務省の予算で
行っておりました地域別研修，東南アジア
の汚職防止に特化したグッドガバナンスセ
ミナーに関しましては，全面オンラインで
実施いたしました。さらに国別研修といた
しましては，ネパールにつきましては，起
訴猶予や量刑理論，保護観察について，東
ティモール，フィリピン，カンボジアにつ
いては，主に被収容者のアセスメント，そ
れから社会内処遇などについてオンライン
セミナーを実施するとともに，ｅラーニン
グの教材を作ったり，活用できる資料を現
地語に翻訳するなどの活動を行いました。
その他，昨年はＵＮＡＦＥＩの卒業生で
あるアラムナイ向けに３回のウェビナーを
実施いたしました。国際研修のフォロー
アップ，それから近時の刑事司法における
課題，主にコロナ対策について，卒業生と
情報交換を行いました。ウェビナー３回の
うち最初の２回はコロナ対策の課題と対応
をテーマとして実施しまして，１回目は犯
罪者処遇を中心に議論し，２回目は捜査公
判分野に焦点を置いて議論をいたしまし
た。３回目に関しましては，京都コングレ
スの直前でございましたので，「再犯防
止，京都コングレスへの展望およびその先
へ」というようなテーマでウェビナーを行
いました。合計３回のウェビナーで延べ
２７０名の参加者がございまして，アラム
ナイネットワークの強化に役立ったという
ふうに考えております。
さらに先ほど申しましたとおり，四大研
修が実施できなかったために，ＵＮＡＦＥ
Ｉは昨年度調査・研究の方に力を入れまし
た。今スライドの上の方に出ておりますの
が，ＵＮＡＦＥＩの支援対象国の刑事司法

及び犯罪者処遇制度についてまとめた冊子
でございまして，カンボジア，ケニア，
ミャンマー，ネパール，ベトナムに関し
て，主にＵＮＡＦＥＩが支援している分野
についての刑事司法制度をまとめたもので
ございます。また下の方にありますのが東
南アジア諸国の汚職防止法制でございまし
て，これはＡＳＥＡＮ１０カ国に加えまし
て，東ティモールの主に刑事司法分野の汚
職防止法制をまとめたものでございます。
このスライドでは，この本のボリュームを
お伝えすることができないのですが，上の
方の本は１５０ページ，下の方の本は約
２４０ページに及ぶかなりの力作でござい
まして，ＵＮＡＦＥＩのホームページから
内容をダウンロードできますので，皆様何
か必要な時はアジ研のホームページからダ
ウンロードしてご活用いただければ嬉しく
思います。
ＵＮＡＦＥＩの国際研修の今後のテーマ
でございます。令和３年度と令和４年度，
上から刑事司法，真ん中が犯罪者処遇で３
番目が高官セミナーの主題になっておりま
す。この主題は毎年変わるものでございま
して，令和３年度と令和４年度分がここに
ございます。令和３年度も対面研修の見通
しは立っておりませんけれども，対面研修
ができない場合も全面オンライン研修とし
て実施することにしております。そのため
に本来対面研修であるものを全面オンライ
ン研修にするべく，すべてデザインをし直
しておりまして，今はその作業で大変で
す。
さらにＵＮＡＦＥＩの昨年度の大きな活
動の１つとして京都コングレスがございま
す。京都コングレスは今年の３月７日から
１２日まで約６日間にわたって開催されま
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した。コングレスには政策などを議論する
メインの全体会合と実務家研究会の性格を
持つワークショップ，全体委員会というふ
うに訳されておりますが，これがございま
して，ワークショップはＰＮＩが運営する
ことになっております。ＵＮＡＦＥＩは，
再犯防止に関するワークショップを運営い
たしました。その他アンシラリーミーティ
ングというふうに書いてありますけれど
も，先ほどＩＣＤが発表したサイドイベン
トと同じ趣旨でございます。これに関しま
しては，ＵＮＡＦＥＩも２つ行っておりま
す。
これが京都コングレスで行いましたワー
クショップ２の風景でございます。ワーク
ショップは４つございましたが，そのうち
ＵＮＡＦＥＩは，「再犯防止，リスクの特
定とその解決策」というワークショップ２
を運営いたしました。同ワークショップで
は，３本の柱，いわゆる「刑務所環境の整
備」，それから「社会内における処遇・介
入等のアプローチ」，そして「マルチス
テークホルダーによる多角的アプローチ」，
この３つを柱にして再犯防止を議論いたし
ました。このワークショップの成果とし
て，再犯防止に特化した国連準則を策定す
べしというような勧告が出まして，これは
全体会合にも報告されてレポートとして採
択されました。
時間の関係がありますので，サイドイベ
ントについては写真を見ていただくのがほ
とんどになってしまいますが，こちらがＴ
ＩＪ（Thailand Institute of Justice）と共催
しました女性犯罪者処遇に関するサイドイ
ベントでございます。
こちらはＵＮＡＦＥＩの同窓会，アラム
ナイ同窓会のサイドイベントでございま

す。
こちらは展示ブースの写真です。今回ハ
イブリッドでしたので，リアル展示とバー
チャル展示を行いました。こちらはリアル
展示の写真となっております。
京都コングレスは終わりましたけれど
も，ポストコングレスの活動ということ
で，京都コングレスで採択されました京都
宣言のフォローアップに今後ＵＮＡＦＥＩ
も努力してまいります。特に先ほどワーク
ショップ２の勧告で出たと申しました，再
犯防止に関する国連準則の策定に関しまし
ては，５月に行われたコミッションでもそ
れを視野に入れた専門家会合を開く決議案
が採択されました。ＵＮＡＦＥＩといたし
ましては，今後国連準則策定に積極的に関
与していくつもりでございます。さらに官
房国際課が主催とはなりますが，アジア地
域の国際協力プラットフォームやユース
フォーラムにもＵＮＡＦＥＩとしては積極
的に参加して京都コングレスのフォロー
アップに努めてまいりたいと思っておりま
す。駆け足となりましたが，私からは以上
でございます。

小林洋輔ＪＩＣＡガバナンス・平和構築部

ガバナンスグループ法・司法チーム参事役

兼課長：

ただいまご紹介に預かりましたＪＩＣＡ
の小林でございます。まずは共催機関の一
員として本日ご参加くださっています皆様
に厚く御礼申し上げます。また，これから
ご説明する内容は本日ご参加されている
方々を含む関係機関の皆様の多大なご協力
のもとで実現したものでございます。時間
の関係で，発表の中でお一人お一人のお名
前の言及は差し控えさせていただきます
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が，この場をお借りしまして，深く感謝申
し上げます。
本日は，大きく私どもＪＩＣＡの
２０２０年度の活動報告と２０２１年度の
計画についてお話しをさせていただきま
す。まずは２０２０年度の活動報告につき
まして，全体状況といくつか特記すべき点
についてご紹介いたします。
（スライド表示）こちらの地図は，私ど
もが２０２０年度に新たに実施，または継
続した案件を地図に落としたものです。こ
れまでのご報告と重なりますので，ご説明
は割愛させていただきます。
今お示したような国々を対象に案件を実
施したわけでございますが，全体として，
皆様ご承知のコロナ，これを受けた渡航制
限などの関係で活動は大きな影響を受けま
した。
先ほどＩＣＤ様からも言及がございまし
たが，２０人以上の専門家の方々が現地で
活動して下さっている中，コロナの影響で
一時期そのほとんどが帰国され，又は新た
に派遣されるべき方が現地に行けない期間
が続き，長い方ですとその期間が１年以上
にわたりました。一部まだ現地に戻れてい
らっしゃらない方々もいらっしゃいます。
そうした中，長期専門家の皆様には多大な
ご負担をおかけしてしまっておりますが，
何とかそうした中でも日本と現地をオンラ
インで繋いで遠隔で各種活動を実施いただ
き，事業を前に進めていただくことができ
ました。
また，途上国の方々に日本に来ていただ
いて，日本の講師の方から，日本の知見・
経験を学んでいただく「本邦研修」と言わ
れる活動につきましても，コロナの影響に
より，これまでとおり日本に来ていただく

形では実施できませんでした。しかし，関
係の皆様に多大なご協力いただき，こちら
にお示ししているようなものなどにつきま
して，オンラインで実施したり，それに向
けたデジタル教材の製作を進めたりするこ
とができました。
こちらの画像，下の段はバングラデシュ
と繋いで実施したロールプレイを交えた調
停人研修の様子で，上の段にございますの
は，その経験なども活かして作成された調
停ビデオ教材の一部の写真でございます。
また，私どもが新たな案件を開始する際
には，案件が日本政府により採択された
後，調査団として現地に入り，そこで相手
国と集中的に議論を行って，案件の計画の
詳細に合意するのですが，２０２０年度は
そうした調査団の派遣もできませんでし
た。そこで，ベトナムやインドネシアの案
件について，調査団の派遣に変えて，オン
ライン会議での協議を重ねました。皆様の
お陰様で無事計画どおりの開始が実現，ま
たは実現予定でございます。
ここからは２０２０年度の実績のうち，
特記すべきものをいくつかご紹介いたしま
す。
まずはベトナムにおける関係機関との連
携ということで，日弁連様，ベトナム日本
商工会議所様，国際民商事法センター様
が，ベトナム弁護士連合会，ベトナム国際
商事弁護士クラブと投資ビジネスの活性化
に向けて，渉外分野での日本ベトナムの弁
護士交流を図るセミナーを開催された事例
でございます。私どもＪＩＣＡは触媒的な
役割に過ぎませんでしたけれども，午前中
の中村の挨拶にもございましたとおり，Ｊ
ＩＣＡの案件だけで成しえることは限られ
ているなか，このように色々な機関の方々
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と連携したり，機関同士の連携のお手伝い
をしたりする，そういった場面をどんどん
増やして行きたいというふうに考えている
ところでございます。
こちらの写真はその時の様子でございま
す。
同じような観点からの取り組みでござい
ますが，これまでも大学関係の皆様には留
学生受入れ事業で大変お世話になっており
ましたが，２０２０年度ラオスを対象に現
地でのプロジェクト活動と，日本の大学に
おける法学教育の連携をより意識した留学
生プログラムを慶應義塾大学様のご協力の
もと開始いたしました。２０２１年度はラ
オスに加え，ベトナムにつきましても，こ
ちらは名古屋大学様のご協力になります
が，同様のプログラムを実施予定でござい
ます。来年度以降はさらに対象国を増やし
ていく計画となっておりまして，より幅広
い大学関係者の皆様のご協力をいただきた
く考えているところでございます。
その他，２０２０年度の特記すべきト
ピックといたしまして，日本政府のＯＤＡ
終了の方針を受けた対中国法整備支援の終
了がございます。これでＯＤＡとしての法
整備支援は１つの区切りを迎えましたが，
これまで長期専門家の方々や，日本の関係
機関，先生方が中国全人代と築いてくだ
さった信頼関係を土台として，ＯＤＡに拠
らない，新たなパートナーシップ，交流の
あり方を今後考えていく所存でございま
す。
その他，少し毛色の違うお話といたしま
して，２０２０年度はこれまで以上に裁判
所のバッグログ解消に向けた活動がござい
ました。特にスリランカにつきましては，
ＩＣＤ様のご協力により，刑事訴訟におけ

ます公判前整理手続に関する法案作りに先
立つ時機を得た有用なインプットができま
した。
京都コングレスにつきましては，すでに
報告ございましたけれどもＩＣＤ様に全面
的にリードをいただきまして，司法アクセ
スに関するサイドイベントを共催させてい
ただいたり，また，コングレスのフォロー
アップ，ポストコングレスを意識した新た
な研修の立ち上げ準備につきまして，ＵＮ
ＡＦＥＩ様のご協力をいただいたりしたと
ころでございます。
こちらは本日お越しいただいていらっ
しゃいます多くの方にご協力いただき出版
した書籍「世界を変える日本式『法づく
り』」の英文版の発刊についてのご報告で
す。ご関心がございましたら，英訳出版を
下さいました出版文化産業振興財団様のＵ
ＲＬからご案内をご覧いただけますと幸い
に存じます。
最後はこれからスライド４枚で２０２１
年度の計画についてご紹介いたします。ま
ずは引き続きコロナの影響下にある中，オ
ンライン中心で研修を進める，新たな案件
形成を進める，そういった活動を継続する
計画でおります。また，コロナを受けた相
手国の新たなニーズを見据え，協力の手法
のみならず，協力の中身におきましても，
デジタル技術の活用，例えば司法アクセス
の改善のための弁護士マッチングアプリの
活用の可能性に関する調査などにも取り組
んでいきます。
また，関係機関との連携強化ですけど
も，これまで述べさせていただいたような
ことをさらに広げていく，強化していく，
そういったことを考えております。
こちらが最後のスライドになります。ま
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ず最初の点，戦略性強化でございますけれ
ども，今朝，中村が申し上げました，法整
備支援全体における一定の共通性・方向性
のようなもの，クラスターないしグローバ
ル・アジェンダという概念の下で，私ども
なりの考えをまとめていき，これを軸によ
り多くの方々と共通の意識の下で連携強化
を進めていきたいというふうに考えており
ます。先ほどチャット欄に「永遠に法整備
支援をやるつもりですか」というようなご
質問が入っているのを拝見いたしましたけ
れども，自助努力を理念とする日本の開発
協力でいつまで支援をするのかといった事
につきましても，私どもだけで答えが出せ
るものでは決してございませんが，しっか
りと答えられるようにはしていかなくては
ならないというふうに考えております。次
に，アフリカです。来年，第８回アフリカ
開発会議が開催されます。これに貢献する
ことを念頭に，アフリカでの新たな案件の
実施の可能性について，調査を通じて検証
していきます。また，外交政策上，自由で
開かれたインド太平洋などの観点からＡＳ
ＥＡＮとの更なる連携の必要性が求められ
る中，国際公法や刑事司法の研修にＡＳＥ
ＡＮ事務局からも参加いただくようなこと
も計画しております。そして最後にビジネ
スと人権でございます。後ほどこの分野の
第一人者でいらっしゃいますジェトロアジ
ア経済研究所の山田グループ長が詳しくお
話になられるかと思いますので，私がお話
するのは憚られるのですが，私どもにとり
まして大変重要な課題ですので，あえて触
れさせていただきます。ビジネスと人権は
私どもＪＩＣＡが重視する人間の安全保
障，一人一人が尊厳を持って生きることが
できる世界の実現の観点から大変重要な

テーマであり，今後より力を入れて取り組
んでいきたいと考えている分野です。奇し
くも今日は児童労働反対世界デーですが，
例えば日本企業を含むサプライチェーン上
に存在する児童労働の問題，これをどう
やったらなくしていけるのか，一昨日のＩ
ＬＯユニセフの発表では，２０２０年初頭
時点で２０１６年より８００万人も多い
１．６億人もの子供たちが児童労働に従事
していたといわれています。また，国内に
目を向けたときに存在する技能実習生など
の外国人を受け入れに伴う人権の問題，こ
うした問題はコロナでますます深刻化して
いると言われています。日本の繁栄の裏に
あるこうした不都合な事実から目を背けず
に，これに正面から取り組まなくては，開
発協力大綱が開発協力の目的として掲げる
国際社会の平和と安定及び繁栄の確保はあ
りえないと考えております。日本政府が昨
年１０月に発表したビジネスと人権に関す
る行動計画におきましても，こうした問題
への解決の方策の１つとして法整備支援が
挙げられていますが，私どもは法整備支援
その他の支援を通じて，具体的にどのよう
な事ができるかを検討するための準備を進
めています。いずれにせよ，こうした問題
に対処する上では，今日初めてこの種の会
合にいらしてくださっている企業，弁護
士，学生，一般市民の方々などを含めて，
これまで法整備支援に直接関わってこな
かった方々との，新たな連携，これまで法
整備支援で取ってこなかったようなアプ
ローチ，こういったものが重要になると考
えております。コロナでいろいろなものが
これまでどおりにはいかない状況ですが，
これをこれまでのやり方を見直すチャンス
と捉え，向こう１０年の間に，途上国の
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方々，特に脆弱な立場にある方々の置かれ
た状況を，より効果的に改善していくため
にどうしたらよいかという基本に立ち返っ
て，これまでの前例にとらわれずに考えて
いく，また，そのための準備，実行してい
く，先ほど森嶌先生がおっしゃった，官僚
的・先例主義的な思想を廃していく，これ
がＪＩＣＡの法整備支援，さらにＪＩＣＡ
全体の２０２１年度の計画の最大のポイン
トであり，最大の挑戦であるというふうに
考えております。ご清聴どうもありがとう
ございました。

大野恒太郎公益財団法人国際民商事法セン

ター理事長：

公益財団法人国際民商事法センター理事
長の大野です。
当財団は，１９９６年，アジア諸国に対
する法整備支援事業を民間の立場から協力
することと，アジア諸国の法制度や運用に
ついて相互理解を深めること，この２つを
目的として設立され，２０１３年公益財団
法人となりました。したがって，その沿革
は国際協力部よりも少し古いことになりま
す。
現在会員として，アジアで事業を展開す
る企業を中心に，国際法務を営む法律事務
所等約７０組織を擁しております。財団の
業務は，大きく言って，法整備支援活動と
アジア諸国のビジネス法制やその運用に関
する研究活動の二つから成っております。
順に説明いたします。
一つ目の柱は，国際協力機構（ＪＩＣ
Ａ）の委託を受け，法務総合研究所国際協
力部等が行う法整備支援活動に協力し，こ
れを側面から支援することです。具体的に
は，学者，弁護士等から成る国内支援委員

会の運営管理や支援対象国から政府・法曹
関係者を日本に招へいして実施する研修事
業の準備等を行い，来日した研修員と日本
側関係者との交流を進めるため懇談会を主
催してきました。そして，財団は，こうし
た活動を評価され，２０１６年ＪＩＣＡ理
事長に表彰されたことに続き，２０１７年
には外務大臣表彰を受けました。２０１９
年には，支援対象国の当局者に日本の企業
や実務家の側の問題意識を伝え，これを法
整備の際の参考にしてもらうため，研修で
来日したインドネシア当局者と会員企業や
弁護士との意見交換会を実施するなどしま
した。２０２０年度は，コロナ感染拡大に
より国内で実施する研修が取りやめになっ
たことに伴い，来日研修員との懇談会は行
われませんでしたが，オンラインでの会議
や研修実施のため，インフラ整備や研修教
材制作関連業務に取り組み，今年度もこれ
を継続することとしております。また，法
整備支援に関連して，その担い手を育成す
るため，先ほど協力部からご説明がありま
したとおり，２０１０年から関係機関と連
携して，法整備支援のいざない等のイベン
トを開催しており，昨年度はオンライン方
式によってこれを実施しました。
財団の業務の二つ目の柱は，アジア諸国
のビジネス法制やその運用に関する研究活
動です。その目的は，研究会等を通じて，
我が国と各国との間で相互の法制や運用に
ついての理解を深め，それらの向上を図る
ことにあります。財団は，近年におけるア
ジア経済の目覚ましい発展に対応して，日
本企業のビジネスにも直結する民商事法に
ついての理解を深めるという観点から，
様々な形で，シンポジウム，研究会等を実
施しています。国際的な研究会としては，
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１９９６年の財団創設以来，中国国家発展
改革委員会と共催してきた日中民商事法セ
ミナーがあります。当初は基本法について
の意見交換が中心でしたが，その後の中国
経済や法制の急速な進展を受け，現在は，
例えば，官民パートナーシップ，外資規
制，知的財産の保護等，より実務的な問題
についての議論を中心とするようになり，
併せて経済問題も取り上げるようになりま
した。また，日韓パートナーシップ共同研
究は，１９９９年以降登記を中心に実務的
な検討を重ねてきました。最近では，韓国
におけるＩＴ化が，不動産登記，商業登記
だけではなく，裁判実務，戸籍等にも広く
及んでいることに大いに目を開かれていま
す。もっとも，これらの国際的な共同研究
は，昨年度はコロナ禍のため延期を余儀な
くされました。一方，国内の研究会につい
て，その一，二例を紹介いたしますと，
１９９６年以降，これも先ほど国際協力部
の方からお話がありましたが，関西の学者
実務家に委託して行っているアジア・太平
洋民商事比較法制研究があります。最近で
は，２０１８年からＡＳＥＡＮ諸国の合弁
会社法制についての研究を進め，この３月
オンライン方式で海外の専門家の参加も得
て研究成果に関するシンポジウムを開催し
ました。また，昨年１月，財団役員が日本
ローエーシア友好協会とアジア・ビジネ
ス・ロー・フォーラム（ＡＢＬＦ）という
プラットフォームを立ち上げました。この
プラットフォームは，コロナ対応やリーガ
ルテック等アジア法をめぐる最先端の問題
をテーマに，昨年度は３回にわたってオン
ライン方式による研究会を開催しており，
財団もこれを共催しています。
このように，当財団は，民間の機関であ

るという身軽さ・柔軟さを活かしながら，
関係する政府・公的諸機関，弁護士会，大
学，会員企業等を結ぶいわば要（かなめ）
として，これらの機関等と連携協力しなが
ら，その事業を展開しています。
また，財団は，公益財団法人としての立
ち位置から，できるだけその活動が社会経
済のお役に立つよう，情報の積極的な公開
を心掛けています。そして，先ほど申し上
げた各種のシンポジウムや研究会での意見
交換や配布資料につきましては，過去のも
のにも遡って，財団のウェブサイトでいつ
でもどこからでも参照することができるよ
うになっておりますので，是非ご活用をお
願いします。
今後とも，皆様には当財団の活動に対す
る格別のご理解とご支援をお願い申し上げ
ます。ありがとうございました。

藤本亮名古屋大学法政国際教育協力研究セ

ンター長：

藤本でございます。スライドを用意して
ありますので，そちらをシェアして進めさ
せていただきたいと思います。名古屋大学
法政国際教育協力研究センター，長い名前
ですが，通称ＣＡＬＥ（Center for Asian 

Legal Exchange）と呼んでおります。日本
語と英語が一致しないのは，このセンター
の前身組織の英語名をそのまま引き継いで
いるからです。私はセンター長を務めさせ
ていただいて今年度で３年目となります。
元々は法と社会研究，Socio-legal studiesが
専門ですが，名古屋大学に奉職しましてか
ら，このような国際業務ということにも積
極的に取り組んできたところです。
このセンター自体は，２００２年に文部
科学省令に基づき，法学分野の国際協力を
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推進するセンターとして設立されたもので
して，法整備支援事業を大学という立場で
教育を中心に行うということを目的してお
ります。現在では，アジア諸国に対する法
整備支援研究に関する国内屈指のグローバ
ルネットワークの拠点といえるかなという
ところまで到達しました。
役割といたしましては３つの柱がありま
す。この３つの柱と言いますのは，まず１
つはこのアジア法研究であり，また法整備
支援への研究ということになるかと思いま
す。ただ，もちろん，この法律学の世界で
は特定のエリアスタディーズ，特定の国の
研究自体も大変重要ですけれども，やはり
それを越えたところで，法の支配や国際的
な人権などの国の枠組みを越えたグローバ
ルな観点での研究が必要です。また，法律
自体も国家法を超えてトランスナショナル
な法といったような観点での研究も進んで
おりますので，必ずしも，アジアの特定国
の法律学研究だけをやっているというより
は，むしろそこから世界に開かれた研究を
今後展開していこうとしているところで
す。２つ目，３つ目です。これは大学とし
てのまさに社会的な役割を果たすべく立て
られている役割です。２つ目は，法学教育
の支援ですので，現地へ赴きまた留学生を
受け入れる形で，それぞれの国の法律を自
ら作り運用できる人材を育成していくとい
うことです。３つ目は，今度は日本国内の
学生を対象に，アジアに目を向けて，その
法律や社会に精通し，またその発展に貢献
するグローバルなリーダーを育成していく
という柱です。
そのうちの１つ，私どものセンターが名
古屋大学の法学研究科とともに展開してお
りますのが，この日本法教育研究センター

です。２００５年に最初のセンターがウズ
ベキスタンに設置されてから，すでに１６
年の歴史を持っております。このプログラ
ム自体が大変ユニークなのは，現地のトッ
プ校の優秀な学生の中から希望者を募り，
選抜をしてこの課程に入学を認めます。彼
ら彼女らは現地の法学部の授業を４年ない
し５年受けるのと並行して，いわばカリ
キュラム外，あるいはマイナーとして，こ
のプログラムを受講することになります。
その中では，１年生では日本語を集中的に
学習し，２年生，３年生ぐらいに進むにつ
れまして，徐々に，日本の社会の歴史や社
会の仕組みについての勉強に始まり，２年
生の後半からは，日本法の入門科目を日本
語で学ぶということを特徴としておりま
す。どれぐらいできるようになるのかとい
うことですが，もちろん学生のレポートで
すけれども，３年次の修了時点では，日本
語で法律学の専門論文を学部生が書けるよ
うにするという形で進めております。です
ので，かなりインテンシブな教育をしてお
ります。ですから１年生で入ってきた学生
で３年生の終わりまでサバイバルする学生
というのはかなり減っておりますが，これ
をいかに拡大していくかということが私ど
もの課題です。また，修了生につきまして
は，名古屋大学への留学と書いています
が，名古屋大学だけではございません。
２０１７年に，このＣＪＬというリソース
を日本の大学の全体で活用できるようにと
いうことで，日本法教育研究センターコン
ソーシアムというものを立ち上げていま
す。名古屋大学の拠点が右に並んでいると
ころにありますけど，この中の現在では４
大学で日本語による日本法教育プログラム
を展開しているところです。これらの修了
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生が奨学金も得て，日本の各地の大学に留
学してくるわけですが，修了してすぐ留学
するだけではないというところが１つ注意
する必要があるかと思います。もう１つは
名古屋大学だけではなく，このコンソーシ
アムのメンバーである大学，あるいはコン
ソーシアムとは別の大学に留学してくる学
生も多数いるということです。最も成功し
た１つの例だけ申します。２０１０年度の
ウズベキスタンのタシケント国立法科大学
でのこのプログラムの修了生１０数名を
追ったのですが，このほとんどが日本に留
学をして学位を取って帰国したり，そのま
ま日本で就職をしたりしております。彼ら
はこのＣＪＬの修了生です。このほとんど
というのは，同時に１０人がいっぺんに留
学してきたわけではありません。修了して
から留学してきた者，卒業して直後に留学
してきた者，また２，３年，現地で弁護士
あるいは政府の職員としてキャリアを積み
ながら，また奨学金を得るチャンスなどを
見つけて留学してきた者，そして現地の司
法省で１０年近く働いてから，今度は英語
コースで留学してきた学生などもおりま
す。このようにこのセンターは端的に，そ
の修了生がその後現地でキャリアを積む中
でも，ここでのつながりを活かして，私ど
もの提供する教育，日本の法学教育を受け
るチャンスを与える１つの窓口として機能
しているということがいえると思います。
では，昨年度から今年にかけての研究活
動を中心に，本日はご紹介したいと思いま
す。これまでのご報告でもありましたよう
に，移動制約が大変でしたので，ほとんど
はオンラインでの展開となりました。皆さ
んがおっしゃったのと同じですが，参加者
を集めるのが，逆に楽だった面もありま

す。ただ，もちろん対面ではないので，密
な関係を作るということは中々難しかった
のですが，これまでにないペースで様々な
講演会やシンポジウム，ワークショップを
開催することができました。その結果，こ
れらの一連のイベントで何回も会うという
ようなことができたというのは良かったと
思います。ただその場合，通信インフラに
ついても，未整備な地域からのアクセスし
てくる場合等がありますので，これは授業
の話ですが，学生が隔離で実家に帰り，そ
の結果として，リモート授業が中々受けら
れないということもありました。
国際シンポジウムの例を一覧で入れてお
りますが，タシケント法科大学と共催した
もの，それからヨーロッパ，それからオー
ストラリア，タシケントの各機関と共催し
たものなどがあります。また，名古屋大学
がイニシアチブを取ったプログラムとして
は，ワークショップシリーズと呼ばれるも
の２つがあります。
また，ＣＡＬＥでは，外国人研究員を毎
年受け入れております。これはコロナの直
前に来られた方々ばかりですが，彼ら彼女
らによるレクチャーというのを行いまし
た。左はカンボジアの憲法裁判所の職員の
方。この方は現在，名古屋大学の博士課程
にリモートのプログラムで参加していま
す。右側はドイツの東洋法研究者です。
また，今年から様々な講演会活動にシ
リーズ名を付けまして，体系的に展開する
ということを行っております。ここでは，
「日本の法整備支援の今」と題するシリー
ズを昨年の９月から５回にわたり展開いた
しました。本日もご参加されております森
永様，森嶌先生，鮎京先生などにもご講演
いただいたところです。
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アジア法整備支援の特別講座というのは
ご覧のように展開しております。これは学
生を対象として展開したものです。
その他に，日本法教育研究センターに
は，弁護士の方あるいは大学院生の方を中
心に，２年間にわたり講師として派遣して
おりますので，その方々がその後どういう
キャリアを取っているかというイベントを
昨年の１２月に開催いたしました。また，
ミャンマーの政変を受けまして，特別講座
というのも今年の３月に開いたところで
す。次，お願いします。
ご覧のようにディスカッションペーパー
も発表しております。
ＣＡＬＥのニュースレターも発行してお
ります。ディスカッションペーパーとＣＡ
ＬＥニュースレターは，ＣＡＬＥのウェブ
ページからダウンロードができます。
教育人材育成の展望ですが，やはりこの
博士号取得研究者，留学生を中心にして，
現地の教育担当者を育成し，「日本語によ
る日本法教育」の自立化を進めていくこと
を課題としております。研究面では，様々
な研究プロジェクト，教育プロジェクトを
展開しておりますので，これを系統的に整
理し，連携させ合うということが大事にな
りますし，また，帰国した留学生たちを中
心に，こういう研究ネットワークに参加し
てもらうということを重視しております。
したがいまして，ＣＡＬＥの今後の課題
といたしましては，やはりハブ機能をしっ
かりとしていきたいと考えております。こ
こに書いてあるとおりですが，専門職とし
て帰国留学生たちは活動しておりますの
で，そのカウンターパートの日本側の裁判
所，法務省，弁護士会等々，連携した交流
をしっかりとできるようにしていきたいと

考えています。また，２つ目として，留学
生そして帰国留学生中心でありますが，さ
らに国際的な学会等にどんどん参加させた
いというふうに考えておりますし，ＣＡＬ
Ｅ自体もこのような国際ネットワーク，ア
カデミックなものですが，多くの国際的な
ネットワークにも参加しております。この
ようなネットワークのハブの一つとして，
さらに発展をさせていきたいと考えている
ところです。報告は以上です。

金子由芳神戸大学社会システムイノベー

ションセンター教授：

神戸大学の金子でございます。法総研国
際協力部の発足当初から関わってまいりま
して，このほど創設２０周年に際して，ま
ずは心よりお喜び申し上げたいと思いま
す。本日は限られた時間になりますが，神
戸大学として，この２０年法総研の方々と
連携させていただきつつ，重ねてきた教育
研究の経緯，現状について活動報告させて
いただきたいと思います。
私どもでは，２００５年に神戸大学大学
院国際協力研究科に制度構築論講座という
形で新設いたしまして，併せて教育プログ
ラムとして「開発法学プログラム」という
のを開始いたしました。その当初から，法
務総合研究所の国際協力部による法整備支
援論というフルコマの２単位の講義を提供
いただいて，ＩＣＤの部長自らそして多く
の教官にご支援いただいておりました。私
どもの教育プログラムでは，主にＪＩＣＡ
の留学生支援事業であるＪＤＳ事業や，世
界銀行やアジア開発銀行の奨学金プログラ
ムで多くの留学生を受け入れております。
こうした留学生教育において，私どもで重
点を置いてまいりましたのは，留学生の派
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遣元であるアジア諸国の現地のカウンター
パート機関と組織的に連携していくという
ことです。これによって，留学生が単に個
人的に学業を終えて帰っていくというだけ
ではなく，母国の法整備，法の実施の改善
に直接寄与すること，人材育成を通して教
育現場から行う法整備支援というものを目
指してまいってきたつもりです。そのた
め，留学生の母国が抱えている多様なテー
マに対応する必要が生じます。そのため，
学内外のお気持ちのある先生方に多大なご
協力をいただいて，専門的な指導体制を動
かしてまいりました。またそれが縁となっ
て，いくつかの共同研究も生まれまして，
アジア法研究への貢献にも一定程度つな
がってきたのではないかと考えておりま
す。
時間の許す限り，主な対象国別に少し活
動を紹介してまいります。ベトナムについ
ては，司法省，人民検察院，商工省，国立
銀行，またいくつかの大学などから留学生
を受け入れてまいりました。彼らのニーズ
は大変幅広く，民法典，土地法，投資紛争
解決制度，競争法，知的財産権制度等々，
非常に多様であります。日本側の専門の先
生方のご協力をいただいて，指導体制を組
んでまいりました。またその連携の成果と
して，現地側のカウンターパートと，この
写真に載っているとおり，いくつかの共著
も生まれております。
ラオスについても，首相府省，外務省，
司法省等々から多様なニーズを掲げた留学
生を受け入れてまいっております。ラオス
の場合は，修士論文を書くことに，なかな
か抵抗を感じる学生が多かったのですが，
このところの留学生は目に見えて理解力も
高まっており，日本を始めとする法整備支

援の長い関わりが実を結んできたのではな
いかと非常に感じているところです。日本
側サイドでは，写真にも示していますが，
裁判官の方々，関係省庁，弁護士の先生
方，いろいろとご協力と懇切丁寧にご支援
いただいて来ています。また，たまたま日
本留学のチケットを手にした少数の学生だ
けではなく，より多くの現地の若手に還元
したいという思いで現地でも交流セミナー
を様々な機会を捉えて実施しております。
写真では，ラオスの司法省でのセミナー風
景が載っておりますけれども，このような
活動もやってまいりました。
ミャンマーにつきましても，ＪＤＳ留学
制度を中心に，多数の留学生の受け入れを
進めてきました。特に地元大阪で，大阪地
裁の裁判官の方々や大阪弁護士会の法曹の
方々の研究会等で大変ご支援をいただいて
まいっています。ミャンマーの留学生の場
合は，来日に際して，日本で何を学ぶかの
テーマが，時として，充分絞り込めていな
いことがございます。そこで彼らの母国の
派遣元の省庁を訪問しまして，交流を重ね
てくる中で，省庁の幹部ら自身も法整備の
方向性について確たる方針を立てあぐねて
いる状況に接することとなりまして，そこ
で省庁自体への直接的な関わり，助言と
いった活動も開始しつつあったところでご
ざいます。ここにもいくつかの写真を掲載
していますが，商業省・法務長官府・内務
省などいくつかの省庁との意見交換会の風
景です。そうした中で，現在の政治状況と
なっております。大変残念な状況でありま
すが，留学生たちは希望を持って，現在も
なおオンラインで現地から大変な努力を
払って授業に毎週参加してくれておりま
す。
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インドネシアとの関わりも，私どもで太
いパイプ，つながりを持っています。留学
制度を介した繋がりももちろんですが，そ
れとは別に神戸大学には，阪神淡路大震災
の被災大学としての役割というものがあり
まして，日本と同じく災害大国であるイン
ドネシアとは被災大学間の交流という文脈
がございます。スマトラ津波のアチェの
シャクアラ大学や，ジョグジャカルタ地震
のガジャマダ大学，最近のロンボク島地震
のマタラム大学等々でございます。災害復
興支援という形で，裁判制度や慣習法につ
いて共同研究がありまして，共著もいくつ
か出ております。
以上のような留学生を介した教育交流，
そして研究交流からこの２０年，いくつか
のシーズが育ってきており，今現在動いて
いるその１つがＡＳＥＡＮ経済法制の比較
研究事業というものであります。従来，育
ててきた各国のカウンターパート機関との
関係を横串で繋いで共同研究を進めようと
しております。ＡＳＥＡＮ諸国は，特にア
ジア通貨危機以降のこの２０年に，世界銀
行やアジア開発銀行の法整備支援を受け
て，一律に導入を求められた共通の法制度
分野がいくつかあります。そういった制度
が，各国の文脈の中でどのように展開して
いるのか，そして各国の社会経済にどのよ
うな効果を与えているのかといったような
視点から，検証する活動であります。同時
に，オルタナティブな，よりＡＳＥＡＮ諸
国のニーズに合った法制度があるとすれば
それは何かということを，日本法の経験を
踏まえつつ提言していく事を目的ともして
おります。近い機会，成果報告ができれば
と思っております。
最後のスライドになります。短い報告で

ございましたが，まとめますと，私どもな
りに人づくりという面から法整備支援に息
の長い関与をしてまいったと思っておりま
す。その間，法総研の皆様には多大な支援
をいただいてきました。成果としては一進
一退の面もございますが，ただその中で
も，教育連携と研究連携の好循環といった
ものを作り出してこられたのではないか
と，そこは成果であったと思っておりま
す。今後は，研究連携の成果の中から法整
備支援へのフィードバックをより強めてい
きたいと思っており，特に法の本質的な機
能の視点で，法の自立性，法は現地の社会
規範から遊離した形では機能できないとい
う視点から検証を改めて深めていきたい，
提言を行っていきたいと考えております。
足元のコロナ禍でできることできないこと
が見えてきておりますが，研究協力の連携
の面ではより強まった面が多くあり，調査
委託も例年以上に今進展しております。こ
のような形で今後とも活動を進めていけれ
ばと思っております。以上，ご清聴ありが
とうございました。

石﨑明人弁護士：

ただいまご紹介に預かりました，日本弁
護士連合会国際交流員会，国際司法支援セ
ンター部会所属の弁護士の石﨑明人と申し
ます。現在同時にＩＣＤにも所属していま
すが，本日は日弁連を代表しまして，当連
合会の国際司法支援活動と題して，昨年度
の活動と今後の見通しについてご報告申し
上げます。短い時間ですが，よろしくお願
いします。まず，当連合会では国際司法支
援活動という用語を用いておりますが，こ
れは政府の言うところの法制度整備支援
と，同じ意味と考えていただいて結構で
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す。
はじめに，当連合会の法整備支援の実施
体制です。図の右が我が国で，左側がパー
トナー国になります。当連合会には５０を
超える各種委員会がありますが，その１つ
である国際交流委員会が法整備支援活動を
受け持って，国際司法支援センターＩＬＣ
Ｃ部会，この赤い文字ですが，こちらが専
門の部会として活動しています。ＩＣＤや
ＪＩＣＡ等，関係機関と情報交換やプロ
ジェクトの協働をしつつ，当連合会独自の
活動を実施しています。図の左側のパート
ナー国ですが，主に弁護士会がカウンター
パートとなります。法律の実務家同士で活
動の方針を決めて実施するというのが，当
連合会の活動の特色といえると思います。
当委員会のメンバーでもあるＪＩＣＡ長期
派遣専門家が駐在している場合は，可能な
範囲で情報共有等を行っています。
活動のアウトラインがこちらです。便宜
的に国別の活動と横断型の活動，国内向け
イベント研修の３つに分類しました。ＰＴ
を結成して各活動に当たるのが通常ですの
で，ここではＰＴ表記としております。国
別の活動には現在当連合会で取り組んでお
りますトヨタ財団助成プロジェクトとそれ
以外の活動があります。
まず，トヨタ財団助成プロジェクトにつ
いてご説明申し上げます。こちらの，「平
和で豊かな暮らしのために『法』をもっと
身近に－正義へのアクセスを実現するため
の４か国の連携」と銘打って，カンボジ
ア，ラオス，ベトナムの旧フランス領３か
国と日本が，各国の経験を共有して相互に
学び合いながら，司法アクセスの向上を目
指すというものです。こちらは２０１９年
１１月からプロジェクトを開始して，翌

２０２０年から具体的なワークショップ，
セミナー等を予定していましたが，残念な
がらＣＯＶＩＤ－１９の感染拡大の影響で
予定どおり進んでおりません。現在活動の
延長を検討しているところです。
ここから国別の報告になります。まずカ
ンボジアです。カンボジアの弁護士会（Ｂ
ＡＫＣ）と現地セミナーを開催する方向で
話を進めています。こちらはトヨタ財団プ
ロジェクトです。当初は昨年１０月頃に始
まる予定でしたけれども，残念ながら開催
の目処は立っていません。先方がオンライ
ンではなく，対面が望ましいと考えている
ため，今後の感染状況の改善次第となると
いうところです。また，セミナーの他に
も，カンボジアで市民向けに司法アクセス
促進のための動画コンテンツを作りたいと
いう話も進んでおります。
次いでラオスです。スライドの下にあり
ますように，トヨタ財団助成プロジェクト
については，ラオス弁護士会執行部の交代
もあり，進行方法についてまだ協議中とい
うところです。それ以外の活動としては，
スライドの上の方ですけれども，弁護士会
から弁護士の役割を紹介するツールを作り
たいという要望がありました。背景として
は，特にリモートエリアで弁護士を通じた
司法アクセスができていない，その理由と
しては，市民の側にしっかりと弁護士の役
割を認知してもらえていないということが
あるようです。ただ，これも先と同様に，
ＣＯＶＩＤ－１９のために活動がなかなか
進んでいないというところになります。
ベトナムですが，同じくスライドの下に
ありますように，トヨタ財団プロジェクト
については，ベトナム弁護士会がプロジェ
クトの活動に参加するためには，国内手続
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が必要ということで，現在調整中になりま
す。スライドの上の方ですが，その他の活
動としてはＶＢＦ及びパイロット地区であ
るゲアン省弁護士会から，ＳＮＳを通じた
リモート法律相談の開設・運営を持って，
リモートエリアで司法サービスを届けたい
という話がありました。ゲアン省は，ベト
ナム最大の省ですが，西部では弁護士過疎
地域が広がっており，巡回法律相談キャラ
バン等の活動も行っていますが，まだ追い
つかないという事情があるようです。残念
ながら，こちらもＣＯＶＩＤ－１９の影響
で中々進まないという状況になっていると
ころです。また，ＪＩＣＡプロジェクトの
一環として，弁護士会の能力強化を目的と
する本邦研修を実施してきましたが，これ
もオンラインで実施するという形になりま
した。先方からｅラーニング，これは日弁
連が提供している今無料で見られる弁護士
向けの各種の法律的な講座・セミナーなの
ですが，これを作りたい，使いたいという
ことで，オンラインでは弁護士向けトレー
ニングについて知りたいという要望があり
ましたので，これがテーマに選ばれまし
た。その他，先ほどありましたが，商事弁
護士クラブセミナーへの参加等の活動があ
りました。
モンゴル弁護士会及びモンゴル法曹協会
との間に，Ｚｏｏｍによる自主研修を企画
しました。これは交流を主眼としたイン
フォーマルなもので，テーマとしては，コ
ロナ禍での弁護士の役割とし，両国から
テーマに沿ったプレゼンを行い情報交換す
るというものを予定していました。しか
し，こちらも昨年１２月の予定だったので
すが，残念ながら，モンゴル国内のＣＯＶ
ＩＤ－１９発生に伴う検疫体制強化措置を

受け延期が決まりました。現在，まだ日程
は決まっていませんが，何とか今年度でき
ればというふうに考えております。
ミャンマーですが，こちらのＰＴが組織
されていないので先ほどの図には書かな
かったのですけれども，長期派遣専門家を
通じた情報収集活動等を今やっているとこ
ろであります。
次に横断型の活動として分類したのはＪ
ＩＣＡ課題別研修です。司法アクセス強化
をテーマとしまして，今年の１月６日から
２月９日まで全８回，初のオンラインの形
で実施しました。参加国は，カンボジア，
コートジボワール，ラオス，マラウイ，ウ
ズベキスタン，ミャンマー，南スーダン，
タンザニア，モルドバの９か国で，自国の
司法アクセスの現状・課題に関心を持ち，
司法アクセス制度の制度設計に関与できる
者という資格要件を設けて募集しました。
各国から１名，ミャンマーからのみ２名
で，同じくミャンマーからオブザーバー１
名が参加しました。
実施フローは３つに分かれており，導入
フェーズ，準備フェーズ，コアフェーズで
す。最初に各国のカントリーレポートを作
成していただき，こちらからアップロード
した準備ＶＴＲを事前視聴してもらい，そ
して最後にコアフェーズとして全８回のラ
イブセッションを行いました。ライブセッ
ションでは，講師からのプレゼン，ディス
カッション，そして最後に各自の参加者に
アクションプランを作成して発表してもら
いました。オンラインでの課題別研修は集
中して受けてもらう体制作り，アジアと
の，あるいはアフリカとの間の時差，参加
者それぞれのインターネット環境といった
難しい問題が大変多く，非常に苦労も多



ICD NEWS　第88号（2021.9） 135

かったのですが，参加者からのフィード
バックも大変良いものがあり，こちら運営
側としても，とても大きな経験ができたと
いうふうに考えております。今年度もオン
ラインでの実施に向けすでに準備が始まっ
ています。
最後ですが，国内向けの活動です。国内
向けの活動は，当委員会の紹介や，法整備
支援を始めとした国際社会での弁護士の役
割の啓発普及を行い，国際的な舞台での弁
護士の可能性を広げるということを目的と
しています。今年の３月２３日には，「国
際社会における法の支配と日本の弁護士の
未来像」というタイトルで弁護士，司法修
習生，法科大学院生，法学部生と幅広い参
加者を募ってオンラインセミナーを開催し
ました。ここでは，第２２代ＩＣＪ所長の
小和田恆さんの基調講演をいただきまし
た。基調講演では，日本の弁護士や法曹養
成の過程では，まだまだ国際化に対する準
備がないということを大変強くご指摘いた
だきました。最後に，４月２８日から７月
１６日までの日程，現在開催中ですが，
「次世代の国際交流・国際司法支援を担う
弁護士養成研修」という全６回のオンライ
ン連続研修をやっております。参加者は全
国の若手を中心とした弁護士と修習生に
なっています。こうした研修は過去にも
やっているのですが，オンラインの強み
で，今は全国から過去には考えられないよ
うな人数の参加者が集まってきています。
日弁連からの報告は以上になります。全体
的にはＣＯＶＩＤ－１９の影響で活動が例
年のようにいかず，中々進んでないという
非常に難しい状況にあります。今年度は，
まずこうした各国向けの活動を前に進める
ということが主眼となりそうです。また，

課題別研修は先ほど申し上げたとおり，引
き続きオンラインで行うということになり
ます。他方で，ここまでのご報告でも同様
の言及がありましたけれども，研修やある
いは当委員会自体のオンライン化の結果，
参加のハードルが下がっているという面も
あります。対面でなければ得られないとい
うものもありますが，法整備支援活動の実
施方法自体にも変化が起きつつあること，
また当連合会の側でも，若い世代やあるい
は仕事に追われがちな世代の弁護士からの
参加者の裾野が広がるのではないかという
期待が出ているところであります。以上で
す。ご清聴ありがとうございました。

山田美和日本貿易振興機構アジア経済研究

所新領域研究センター法・制度研究グルー

プ長：

こんにちは，ジェトロ・アジア経済研究
所の山田美和と申します。よろしくお願い
いたします。私どもアジア経済研究所，略
してアジ研と呼んでいるのですが，今日入
江さんからご紹介があったＵＮＡＦＥＩさ
んの方は，かつては府中のアジ研で，今は
昭島ですけれども，こちらは海浜幕張にあ
るアジ研でございます。１９６０年に当
時，通商産業省所管の特殊法人として，ア
ジア経済研究所法に基づき，設立されまし
た。先ほど入江さんのお話では，ＵＮＡＦ
ＥＩは１９６１年に国連との協定で翌年設
立ということなので，私どものアジ研の方
が少しだけお兄さんお姉さんと言うのも，
いつものこの法整備支援連絡会でのお決ま
りの枕でございます。
アジア経済研究所は日本における開発途
上国研究の拠点として，世界への知的貢献
をなすことを目指しています。そのため
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に，それぞれ様々な地域に密着した知識を
収集し蓄積し，開発途上国の実態と課題を
明らかにして，途上国に対する深い理解を
広く国内外に発信することを目指しており
ます。この法整備支援連絡会には，早い頃
から私どもの研究所も後援機関として協力
させていただいております。今回で２２回
ですが，私自身もおそらく第２回辺りから
参加させていただいていますけれども，振
り返ると，法整備支援の議論の中で，経済
成長が先か，人権が先か，日本企業の海外
経済活動をファシリテートするための法整
備支援とはいかがなものかというような，
いろんな議論がかつてなされたことが非常
に懐かしく思い出されます。
私どもアジ研では様々な活動をしていま
すが，本日はその中で，先ほどＪＩＣＡの
小林さんから身に余るお言葉を頂戴したん
ですけれども，ビジネスと人権に関するプ
ロジェクトを走らせておりますので，それ
についてご報告をさせていただきたいと思
います。このビジネスと人権に関するテー
マについては，今からおそらく４年前の
１８回の法整備支援連絡会で報告をさせて
いただいて，以来，プロジェクトを継続し
ています。２０１６年には，当時の法務総
合研究所国際協力部長であられた阪井光平
さんのご厚意で，ＩＣＤニュースに拙稿を
掲載していただきました。
私どものプロジェクトは現在は３年プロ
ジェクトの形をとっておりまして，
２０２０年度から２０２２年度ということ
で進めています。プロジェクトの基本とし
て，日本企業が国内外で様々な経済活動を
行うなかで，特にアジアにおけるサプライ
チェーン上において，人々，社会に対して
負のインパクトを与えない，責任あるサプ

ライチェーンというものを実現していくた
めにはどういうことが企業にとって必要
で，どのような情報が必要なのか，そして
どのような政策が必要かということを調査
したり，研究したりしております。昨年度
には，ＩＬＯ駐日事務所と一緒にタイにお
ける日系自動車部品企業のサプライチェー
ンにおける責任ある労働慣行ということを
調査いたしまして，事例研究とグッドプラ
クティスの報告書をまとめました。また，
今回の報告資料の後ろのリファレンスに載
せましたが，海外で展開する日系企業約
８００社に対する責任あるサプライチェー
ンに関するアンケートを実施しまして，そ
の結果を分析し政策提言等をしてまいりま
した。プロジェクト全体としましては，調
査研究とそれに基づいた政策提言，また関
係者，研究者，実務者，それから政策立案
者等が一堂に会して，フォーラムと言いま
すか，意見交換や情報交換ができるような
プラットフォームを運営，そしてアウト
リーチ活動として，企業に対して情報発信
をしたり，セミナー等をしています。
今日，ビジネスと人権について話すにあ
たり，おそらくここにおいでの方々はほぼ
皆さんご存知だと思うんですけども，簡単
なおさらいといたしましては，「ビジネス
と人権に関する国連指導原則」は２０１１
年に国連人権理事会で全会一致でエンドー
スされたものです。今ちょうどＧ７も行わ
れていて，人権も１つのテーマになってい
ますけれども，人権を保護するのはもちろ
ん第一義的には国家の義務であるというこ
とは，この指導原則があるなしにかかわら
ずですが，この指導原則のポイントは，企
業が自分たちの活動によって人々に与える
マイナスのインパクト，人権に関して侵害
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があるような行為に対して責任を持つとい
うことが明記された初めての国際的な文章
です。これ自体には，いわゆる法的な拘束
性はありませんが，これに基づいて様々な
施策が各国で展開されていたり，企業自体
の取り組みも進んでいます。そしてこの指
導原則の大きな柱の３番目は，救済へのア
クセスということで，もし何か人権の侵害
が起こったときに，それに対してレメ
ディーが与えられるような仕組みというも
のを必ず国としても，企業としても備える
ということが書かれています。
先ほど小林さんの方からお話がありまし
たが，昨年の１０月に日本政府がこのビジ
ネスの人権に関する行動計画というもの
を，４年越しですが策定をしまして，その
中にこれまでの取り組みということで，自
画自賛でちょっと申し訳ないですけども，
普及支援活動では，企業向けに私どもアジ
ア経済研究所や関係機関によって調査研究
を実施，その成果を発表してきているとい
うことで，明記していただいたことは光栄
に思っております。
いろいろな調査をやってきたのですが，
おそらく，日本の法整備支援や日本自体の
ことについて通じるところがあるんですけ
れども，私どもの大きなファインディング
としましては，日本企業というのは非常に
自分たちのリスクを認識しつつあり，その
リスクに対応することで，プラスの成果が
最大になるということ，それから取引先に
対してもこの人権尊重や経営の透明性，説
明責任，そして建設的な労使関係を支援す
ることでサプライチェーン全体のレジリエ
ンスや企業価値の向上につながるというこ
とです。また，企業の側からのリクエスト
としては，現地政府への政策や法規制に関

する情報提供，それから現地政府へのキャ
パビル等々という，企業単独ではできない
構造的リスクに対処してほしいというよう
な要請が出ています。
今回，ビジネスと人権に関する行動計画
の中にも，途上国における法整備支援，今
回まさにここで議論されているものが，ビ
ジネスと人権に関する日本政府の取り組み
として明記をされていて，法の支配の下に
おける人権の保障と自由な経済活動の基礎
となる法令の起草支援等々ということが明
記されているので，まさにこの指導原則と
いうものを活用する，それから指導原則自
体を実現することが，この法整備支援に通
底するひとつの大きな通底するプリンシプ
ルになっているということを改めてこの文
章から感じております。
最後のスライドになりますが，法整備支
援という視点から見てみると，日本企業が
経済活動を海外で展開するに当たり，その
国において人権尊重責任を果たしたい，果
たさなければならない，それができる環境
を整備していくのが政府の役割でありま
す。おそらく，日本の法整備支援において
も，支援相手国が人権保護の義務を果た
し，現地で操業する企業が人権尊重の責任
を果たせる環境をいかに整えていくのかと
いうことが，法整備支援の要の１つに成っ
ていくのだろうと考えています。スライド
に書いたことは指導原則に書かれているこ
とですけれども，政策の一貫性というのは
やはり必要だということは調査結果からも
出ております。様々な法律法分野がありま
すが，それらを通底する国の人権の保護義
務，そして企業が経済活動において人権尊
重責任を果たせるような状況を作っていく
ということが重要です。それから繰り返し
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になりますけれども，法整備支援というも
のが，日本政府として指導原則をまさに具
体化するものであるし，同時に相手国の指
導原則の実行を支援していくということに
繋がると思います。先ほど石﨑先生のお話
にもありましたけれども，やはり救済への
アクセスというのが最も重要です。日本企
業が活動している国，法整備支援の相手国
である国において，人権保障というものが
なかなか非常に難しいような状況にある中
で，やはり重要なのはその市民社会のス
ペースをいかに確保していくか，それに
よって，法の支配のその１番のベースにあ
たる部分というのが確保されていくという
ことです。それは私たちの研究のテーマで
ありますし，これからもどういった政策，
施策が必要になっていくかということを調
査研究続けていきたいと思っています。以
上，私の報告を終わらせていただきます。
ありがとうございました。

第３部　パネルディスカッション１ 

「日本の法整備支援を振り返って 

～ＩＣＤ２０周年を契機として～」

森永太郎法務総合研究所国際協力部長（以

下，敬称略）：

それではパネルディスカッション１を始
めたいと思います。まず，パネリストをご
紹介いたします。まず，私どもの大先輩で
元ＩＣＤの部長も務められ，また，初代の
教官，発足当時の教官で現在，公証人を
やっておられる山下輝年さん。それから，
こちらも大先輩で，日弁連で法整備支援に
おいては特に力を入れて活躍しておられ，
東京弁護士会の会長でもいらっしゃいます
矢吹公敏先生です。それからカンボジア法

整備支援でこの人を知らなかったらモグリ
であるというカンボジアの法整備支援の生
き字引のような方でいらっしゃいますが，
今は His Excellencyが付きます。坂野一生
さんは今日はプノンペンからのご参加で
す。よろしくお願いします。そして当部の
須田副部長にも入ってもらいます。
このパネルディスカッション１というの
は，甚だ我田引水的なもので，ＩＣＤの
２０年を振り返ってみようという話です。
１の方が過去を振り返る，そして２の方が
今後どうしましょうかという話になりま
す。１の方は過去を振り返るということで
すので，ぜひ初代の教官であります山下さ
んから口火を切っていただきたいと思いま
す。創設時の苦労や工夫など，いろいろ勉
強すれば出てくるのですが，ご存知のどお
り書面に残らない話というのはかなりあり
ますので，その辺りも含めて創設時の話を
していただきたいと思います。合わせて，
この法整備支援連絡会の経緯も少し触れて
いただくとありがたいのですが，まずは最
初の頃のことでございます。山下先生から
お願いしたいと思います。よろしくお願い
します。

山下輝年公証人：

よろしくお願いします。山下と申しま
す。英語でこういうとき，私に与えられた
ミッションは，と大げさなことを言うので
すが，要するに何を話すかということで，
時間が限られていますので，かいつまんで
いきます。
３つに分けますと，最初は，先輩という
ことで激励メッセージを述べたいと思いま
す。そして，過去を振り返るといえば，温
故知新というものがあります。しかし，そ
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れは過去を知るだけで終わりではなく，こ
れを踏まえて，今後どうするのかというこ
とを考えていただく材料にして欲しいわけ
です。最後は，苦言的な杞憂メッセージと
しました。杞憂というのは私の心配が的外
れの方が良いという意味です。それで，結
構精神論になると思うのですが，私は昔，
「『亜流』は亜流の矜恃を持ってくださ
い」と言っていました。亜流というのは日
本語で，決して本流ではなく，脇道，サブ
ストリームみたいなものです。しかし，こ
の「亜」はアジアの亜にも繋がりますし，
そういう自負を持ってやって行きましょ
う。
最初は，激励メッセージですが，私から
だけでは意味がないので，こんなやり取り
が過去にあったということをご紹介しま
す。国会で当時の谷垣法務大臣が法整備支
援について答弁します。冒頭で，法務省だ
けがやっているのではありません，日弁連
やＪＩＣＡ，いろいろな機関と協力して
やっています。そして最後に，法の支配の
確立ということで結ぶのです。その途中で
逸話として話してくれたのが，麻生太郎議
員，当時は外務大臣でしょうか，麻生議員
が谷垣法務大臣にプライベートの場所で
言った言葉を挟んだのです。これが「俺は
いろいろなことをやってきたけれども，感
謝されるのはおまえのところがやったあれ
だぜ，法整備支援だぜ。だから，勲一等や
るならああいうやつらにやれよ」。こうい
うエピソードを紹介してくれました。つま
り，ちゃんと法整備支援に携わる者が目的
を持ってやっていれば，ちゃんと見てくれ
ている人はいるのだ，決して本流あるいは
主流から相手にされていない分野のことで
はないのだということを，まず胸に刻んで

いただきたいと思っております。
次に，国際協力というとＪＩＣＡという
のがもう当たり前ですが，法務省とＪＩＣ
Ａとの比較の意味で年表にしたスライドが
あります。ＪＩＣＡができたのは実は
１９７４年です。その１５，６年くらい
前，法務省がＵＮＡＦＥＩが国際協力を始
めていたという点を理解してください。先
ほど，ジェトロアジ研の方では，それより
ももう少し先ということでそれも存じてお
りますが，ここはＭＯＪとＪＩＣＡという
ことで理解していただきたい。ところが，
１９９４年から法整備支援が始まる時には
ＪＩＣＡはもう一定の地位を保っています
が，法務省はむしろ後れてついていきます
ので，この１９９４年からはある意味両者
がほとんど同時に協力し合って進んできた
ということを，今度は法務省側に理解して
いただきたい。法務省がＪＩＣＡの上だと
かそんな話ではないわけです。手を携えて
やってきました。これが経緯です。
この法整備支援連絡会が一体どうやって
始まったかということですが，確かに第１
回，今から見れば第１回ですけども，
２０００年の１月が始まりです。法整備支
援連絡会と銘打ちました。当時，私はそこ
にはいませんでしたが，その３か月後にこ
の分野に参加することになります。確かに
いろいろな機関，いろいろな個人が国際協
力をそれぞれの分野でやっていたのです。
しかし，誰が何をやっているのかさっぱり
分からないということで，情報交換・情報
共有の場が必要だろうと，法務省がリード
を取って第１回法整備支援連絡会をやりま
した。それはそうなのですが，このように
連絡会があればいろいろなニーズが出てき
て，いろいろな人が活動していることが分
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かり，その情報が実は１年後に設立する。
国際協力部ＩＣＤの政府への説明になるわ
けです。そういう背景があったわけです。
それで，本来は部ができてしまえば目的は
達したはずなので，こんなに２２回まで続
くとは当時思っていなかったと思います。
それが続くきっかけが２番目に書いてあり
ます。今度はＪＩＣＡ主導で，市ヶ谷の研
究所，今は JICA Research Instituteというの
でしょうか，そこで第２回をやりました。
これは当時のＪＩＣＡの担当者が，法整備
支援を法務省がやる，これは研修受託先・
委託先の一機関なのに，法整備支援とい
う，まるで全部を仕切っているようなこと
は良くないんじゃないかというような意識
が多分あったのだと思います。これはＪＩ
ＣＡの仕事ですということで，ＪＩＣＡが
主導を取り，ＪＩＣＡのプライドで始まっ
たものです。その後にＩＣＤができます。
ＩＣＤができますと，できましたよという
ことで，お祝いも兼ねて第３回をやりまし
た。大阪に移ると，大阪の立派な国際会議
場のお披露目も含めて第４回へと繋がりま
した。情報交換，情報共有の場，いろいろ
な戦略を議論する場としてきましたが，こ
のようなそれぞれの機関が，ある意味，自
尊心を持ってやったために，ここまで続い
てきているというのが実際のところであり
ます。
この法整備支援には実にいろいろな人が
関わっています。それを示すスライドがあ
りまして，ＯＤＡの仕組みを概観できるよ
うに，私が昔から使っているスライドで
す。基本は要請主義ですから，ＪＩＣＡが
各国に聞きます。聞いて，担当の省庁から
要望が上がって来ないと始まりません。こ
こで挙げてくれないと困りますので，今外

国からオンラインで参加して聞いている方
たちは要望を挙げるようにしていただきた
いと思います。そして，ＪＩＣＡではどれ
をやりましょうかということで決めること
になり，いろいろな分野がありますので，
専門家を雇ってやります。ところが，要望
を取ったはいいが日本にリソースがない，
だからできませんと言ったのでは目もあて
られませんので，要望が挙げられるとき
に，当然同時並行でリソースがいるのかど
うかというのも実施できればします。当
時，緒方貞子ＪＩＣＡ理事長は，援助は遠
隔操作ではできない，と言っていました。
今となっては身も蓋もない発言になってい
るかもしれませんが，これは相手に寄り
添ってやらないとダメですよ，相手の実態
をよく知ってやらないとダメですよという
意味に捉えていただければ。技術が発展す
れば，実際に会うかどうかはともかくとし
て，できるものだということを否定してい
るものではないということです。このよう
にいろいろな人が関わっているということ
をまず理解していただきたいのです。どの
機関も他機関のことはよく知りません。例
えば，当時のＪＩＣＡは，法務省や最高裁
や弁護士会のことなど知りません。３か月
前に専門家を出してくださいと言ってくる
のですが，すぐ対応できるわけがないので
す。相手の機関をよく知る必要がありま
す。逆に法曹側はＪＩＣＡの仕組みも知り
ましょう，ＰＣＭ研修やＰＤＭ，専門用語
になりますが，そういうものを知りましょ
う，ということになる。
次のスライドは，当時の担当者，佐藤直
史というＪＩＣＡに弁護士から入った人が
いまして，２０１１年ぐらいのものです。
見れば分かるとおり，「ベトナムに関して
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は，だんだん労力投入は少なくなっていく
といいですよね。カンボジアも同じで，起
草支援から始まりましたが，能力が向上す
ればだんだん減っていきます。」というよ
うなことを一覧にしたものです。
そして，当時，法総研がラオスやインド
ネシアを始めるのですが，その実際の背景
事情を簡単に述べます。ベトナムとカンボ
ジアはもうほとんどフルスペックで，研究
者と実務家が総掛かりで起草支援あるいは
起草の助言をする，それも民法と民訴とい
うことでかかりきりになっていました。他
にはどこにも同じようなことをやってくれ
る人はいません。一方でインドシナ三国の
一つであるラオスをどうしますかという話
が当然出てくるわけです。当時，法総研の
教官あるいはＩＣＤの教官というのは，
元々検事出身が多く，しかもフルスペック
でやっていますので，そこの部会には参加
するものの，どちらかというと，研修受入
機関，ロジ担当のような位置づけ，それか
ら部会の議論を聞いて，「門前の小僧，経
を習う」といった感じでやっていました。
それでいいのかというのが教官の間での意
識にあり，やっぱり中身に関係したいとい
うことで，では残っているラオスをやりま
しょうか，かといってフルスペックはでき
ないので，法総研の得意な研修あるいは人
材育成用の研修教材を作る支援をやりま
しょうというのは力学で始まります。次
に，インドネシアの支援がなぜ始まった
か。もうここになると，森嶌教授などは，
ベトナム，カンボジアで手一杯なのに法総
研は何をやっているのだと多分思っていた
と思います。これは，何を隠そうＪＩＣＡ
本部が積極的だったんです。多分，ベトナ
ム，カンボジアを見て，インドネシアでも

やりたいということで，リードしてもう話
が持ち上がっているのです。当時ＩＣＤと
しては，陣容は小さいので中々難しかった
のですが，それでやりましょうということ
で始めたわけです。かといって，インドネ
シアの経済の情報はいっぱいあっても，ア
ジア研究者以外においては法律情報はほと
んどありません。それで，まず情報収集の
ために年１回の研修をやりましょうという
形でスタートしています。ＪＩＣＡ本部主
導であるために，ＪＩＣＡの現地事務所は
あまり乗り気ではなかったと思います。本
部と受入先機関でやってくれるのであれば
どうぞくらいの意識で，これが多分後々に
も影響しているんだと思います。こういう
ような力学で始まりますので，与えられた
チャンスを断っていては何も始まらない
し，無理してでも引き受けて進むことで，
その後につながるという側面があること
を，これから入る人あるいは現在やってい
る人たちにも理解していただきたいと思い
ます。
最後に私が言いたいのは，開発関係者と
法律関係者の間に意識のギャップがあると
いうことをやっているうちに分かるという
ことです。開発関係者はプロジェクト形式
と言います。つまり，一定の期間内に成果
を出す，出なかったら失敗という発想で
す。ですので，できるだけ，少しでも前の
プロジェクトとは違うような目標設定をし
たりします。一方，法律関係者は，法律と
いうのはそう簡単にできるものでもなく，
浸透するものでもない，短期間３年や５年
で成果が出るわけがない，継続が必要，大
体法律家や研究者は一生かけて研鑽してい
るようなものですから，未達成でも同じ目
標は不自然ではないし，同じ目標でも別に
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構わないではないかという，かなり意識の
ギャップがあります。それは両極端に捉え
るとそうなのですが，そこで互いに折り合
いをつけて，こういう方法ならやっていけ
ますねと。目標を達成できないので終わり
ますと言うことはできますが，それをやる
と欧米式と一緒になってしまいます。自分
たちと姿形の違う，発想も違う欧米人がそ
れをやっても，まあそんなもんですねと相
手は思ってくれますが，アジア人として同
じ姿形をした日本人が，アジア的なコンセ
プトを持っていると思っていたところへ西
洋と同じような態度を取ると，多分，西洋
に対する反発の２倍３倍の反発が来ると私
は思っております。ですから，できるだけ
工夫してやっていきましょうと。
まだ時間はありますでしょうか。短めに
ということで，次のスライドは鮎京教授が
法整備支援とは何かという本を書いた時
に，私は書評を書いたのですが，それを図
にしたものです。要するに日本はいろいろ
な法分野があって，それぞれの研究者がそ
れぞれあまり関係性を持たずに研究して，
さらに法整備支援は実務家も法整備支援に
関する研究者も入ってきます。そうします
と，いろいろなものとリンクし合わないと
できませんよという話になってきます。鮎
京教授の言葉によると，実務研究融合型プ
ロジェクトと言ってますが，そのようなも
のだと思ってください。
最後は，これは５Ｃとまとめましたけれ
ども，自分たちの価値観だけでやってはダ
メですよと，いろいろな基準を体内に持っ
て対話力，継続力，調整力，集中力をもっ
て，だんだん最終的に新しいプロジェクト
ができていくのでしょうと。法律知識も当
然です。どんな分野にニーズがありますか

と聞かれますが，若い人，学生も今回聞い
ていると思いますけども，三ヶ月章先生の
「法学入門」を読んでください，「法窓夜
話」を読んでください，それから末弘厳太
郎の著作集を読んでください，せめて「法
の精神」くらいは読んで，皆さんが思って
いる三権分立が主張されているわけではな
いということも理解して臨むと，途上国に
対していろいろな助言ができるのではない
かと言えます。最後のスライドは国際協力
の心構えで，「汗出せ，知恵出せ，お金出
せ」（国際協力三原則）でして，見てくだ
されば分かります。以上です。

森永太郎：

ありがとうございます。最後の三原則，
私は山下さんが部長でおられたときには，
毎月１回ぐらいは聞かされておりました。
こういう調子で始まったＩＣＤないしはこ
の法整備支援連絡会ですが，紆余曲折あり
ながらも現在に続いているわけです。それ
と，おそらくそれよりもさらに前から始
まっておりましたカンボジア。せっかく坂
野さんがお見えになっていますので，カン
ボジアを例にあげたいと思います。カンボ
ジアはもちろんＩＣＤ創設以前からのクラ
イアントカントリーですが，当初が大変
だったという話は，私も２００３年に国際
協力部に来た頃からうかがっております。
どんな感じだったのかということをお話い
ただければありがたいなと思うのと，カン
ボジアの法整備支援に携わっている方から
して，ＩＣＤというのは多少役に立ったの
か，正直なところが聞きたいなと思いまし
てお願いします。
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坂野一生カンボジア王国司法省アドバイ

ザー：

ありがとうございます。坂野でございま
す。よろしくお願いいたします。私はカン
ボジアに１９９８年にＪＩＣＡの長期専門
家として派遣されまして，現在では司法省
のアドバイザーとして，当初とは別の立場
で関わっています。ただ，立場は変わって
も基本的な考え方としては同じです。もち
ろん長期専門家は日本国政府の代表として
の立場でカンボジアに行くわけですが，
１９９８年に派遣される前に，ＪＩＣＡの
当時の担当の方で，その後理事になられた
方から，長期派遣専門家は現地の機関に派
遣されるわけですから，時には現地の機関
の利益を代弁して，日本側と喧嘩をするよ
うなぐらいまで，派遣された相手方の機関
の下で働いてほしいということを言われま
した。現地にいる立場としてカンボジアの
立場を一番に理解し，調整をしないといけ
ないという事は，ずっと心に留めておりま
す。プロジェクトが始まった当初は，ベト
ナムの先行プロジェクトという先輩はあり
ましたが，法制度整備の歴史から見るとカ
ンボジアも黎明期のプロジェクトでありま
したため，様々な問題，予想できない問題
にも直面してまいったわけです。
その中でも，山下さんからご指摘があり
ましたように，日本側の関係者の中でも，
プロジェクト運営という視点から物を見が
ちなＪＩＣＡ，それから法案を起草すると
いう非常に大きな任務を担当していただき
ました森嶌先生，昨年ご逝去された竹下先
生を始めとした学者を中心とする日本の作
業部会のメンバーの先生方との間で，考え
方の違いから来る齟齬が多く見られまし
た。その中でも特に，私は今でも解決され

ていない問題だと思うのですが，ＪＩＣＡ
が法整備以外のすべてのプロジェクトも含
めて使っている，いわゆるプロジェクトサ
イクルマネジメント，ＰＣＭの手法とい
う，限られた期間の中で，プロジェクトを
立案し，実施し，そして評価をしていくと
いうシステムが，この法整備支援に適して
いるのかどうかという問題が課題として浮
かび上がってきました。この問題は，現在
も続いている問題だと思います。このよう
な意見あるいは考え方の対立，齟齬という
ものがある中で，先ほどご報告の中にも
あった国際民商事法センターの方で，カン
ボジア法整備事務局を設けていただき，プ
ロジェクト運営に関しての側面的な支援を
いただきました。それでも，現地でカンボ
ジア司法省を代表して活動しなければいけ
ない現地の長期専門家は，プロジェクト運
営の視点が強いＪＩＣＡと起草を担当して
いる作業部会の先生方の両方に対応しなけ
ればならず，現地の長期専門家――当初は
私一人で，その後どんどん増員されていた
わけですが――は，ＩＣＤの設立によっ
て，日本側関係者内部の調整に関し，長期
専門家ではできないところを助けていただ
いたという点で非常に感謝しております。
また，その後に起こってきましたいわゆ
る民法と土地法の調整の問題。土地法に関
しましては，日本の資金を用いてＡＤＢ等
の国際機関が起草を支援していたのです
が，日本が起草支援をした民法の内容と齟
齬が生まれるという，非常にある意味いび
つで，かつ大きな問題が起こりました。こ
れに関しても，ＩＣＤの方で，日本政府の
中で当時の大蔵省に意見を出していただく
など，非常に大きな役割を果たしていただ
き，現地としても非常に助かったと感じて
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おります。
また，これも山下さんの発表の中にあっ
たように，カンボジアやベトナムにおきま
してはＩＣＤの役割がプロジェクト関係者
間の調整役という要素が強く，プロジェク
トそのものを担うという形ではなかったの
に対して，最近ではＩＣＤからも現地に専
門家が派遣されており，プロジェクトの活
動の主体的な役割を担っているので，その
中でこれからＩＣＤが現地との関わりの中
でどのような役割を果たしていくか，ある
いはＩＣＤから派遣された個々の専門家
が，派遣元である法務省とプロジェクト主
体であるＪＩＣＡに対してどのような役割
を果たしていくかというのは，これからも
課題であり続けるのではないかと思ってお
ります。とりあえずは以上です。

森永太郎：

ありがとうございます。そのあたりは，
私も若干耳の痛いところではありますが，
ありがとうございました。カンボジアに対
する支援といえば，民法・民訴法がメイン
で，今もその運用という方法で，今でも続
いているわけです。一方，弁護士さん達の
ことになりますと，これは日弁連さんが相
当いろいろなことをやってこられたわけ
で，ご自身も大変な思いをされたのだと思
いますが，矢吹先生はカンボジアそれから
インドネシアもかなり関わっておられます
ので，両国合わせて，この過去の２０年
間，あるいは初期の頃のご苦労など，１つ
２つエピソードをいただければと思いま
す。

矢吹公敏東京弁護士会会長・日本弁護士連

合会副会長：

ありがとうございます。まずＩＣＤ創立
２０周年おめでとうございます。法整備支
援連絡会も２２回目ということで，私も
１０回，２０回は出ていないんですけど
も，多分，２回目から途中空いた時もあっ
たりしましたが，十数回出させていただき
大変勉強になります。ありがとうございま
す。
まずカンボジアの件についてお話をする
と，今日森嶌先生も来ておられますが，
１９９６年から外務省の重要政策中枢支援
というプロジェクトで，毎年プロジェクト
レビューをしに現地に行き，現地のカウン
ターパートと話し合い，交渉する，その中
で民法・民事訴訟法の基礎支援が始まった
という経緯です。それから，ＪＩＣＡがそ
れを引き継ぎ，外務省の重要政策中枢支援
からは外れたわけですが，今までに至って
います。私は，ＩＣＤができ，これまで継
続している重要な役割は，やはり持続性が
あるということと，一貫性があるというこ
とだと思います。当初１９９６年から始
まったプロジェクトでは，先ほど坂野さん
がおっしゃった民法起草チームと民事訴訟
法起草チーム，私は国際民商事法センター
のプロジェクト事務局にいたわけですけど
も，なかなか両チームの考え方が違ってい
るということで，事務局も苦労しました
し，森嶌先生も苦労されたと思います。そ
のような中で，それがまとまる方向でうま
くいったのは，やはり法務省に参加をして
いただいて，ＩＣＤがその事務局を担って
両チームをまとめてきたということが大き
いと思います。また，私は１９９６年か
ら，武藤先生がベトナムに行ってから２番
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目，３番目と，人買いのように長期専門家
をお願いする役回りで，弁護士の方を見つ
けて，飲みに行ったりしながら，「長期専
門家どう？」と言いながら，行っていただ
いていた時代もありました。そういう中
で，長期専門家と日本側とが衝突したこと
もありました。その中で，やはりＩＣＤが
日本のチームと，それから現地とをつない
でいただいたということは，非常に大きい
のではないかと思っています。そういうこ
とで，私は持続性，一貫性というのが非常
に重要だと思っていますし，その中で現地
に検察官，裁判官だけではなく，弁護士も
長期専門家で派遣されました。検察官から
現地の事務所に行った方もいますし，長期
専門家で行った日本の弁護士さんの多くは
現地の事務所に入ったり，現地の日本の事
務所のオフィスに入ったりして活躍されて
います。現地の日本のプレゼンスがそうい
う意味では大変高まった，その原因になっ
たのはＩＣＤであるというふうに思ってい
ます。他方で問題点は，段々とＩＣＤが集
約していって，ＩＣＤに頼ることになって
しまい，それ以外のプロジェクトが，なか
なか大きなものが出にくくなってきている
のではないかという見解もあります。当初
は，先ほど申し上げたように，日弁連もＪ
ＩＣＡから国際開発パートナー事業を得
て，３年間で１億円という資金をいただい
て，弁護士養成校を開設し，私も月に二，
三度カンボジアに行き，その学校を作るこ
とについて日本から支援をしてきましたけ
れども，そのようなプロジェクトは段々と
できなくなり，民法・民事訴訟法の起草支
援をするという形になってきたのは残念だ
なというふうに思います。
先ほど，山田さんがおっしゃったことで

そうだなと思うのは，当初，カンボジア，
ベトナムを始める時には，市場経済化支援
をすれば，将来は民主主義的な国になるん
だという理解が私たちの間にもあったわけ
ですが，しかしながら，市場経済化した多
くの国，ベトナム，中国が典型ですけど
も，非常に経済的に力を持ったものの，権
威主義的な国として存在し，カンボジアは
むしろ権威主義的な国になってしまったと
いうことは，私たちの考え違いだったとこ
ろも大きいのではないかと思います。した
がって，これからは，先ほどの持続性，一
貫性に加えて，やはり多様性とそれから包
摂性ですね。いろいろなステークホルダー
が，いろいろなプロジェクトをしていく，
それは国際機関とも連携し，先ほどのＵＮ
ＡＦＥＩの発表でも大変良い活動をされて
いると思いますが，やはり国際機関と連携
をしていくということも大切ですし，それ
を包摂的に，全体がどうなのかということ
で取り組むということも必要なのではない
かと思います。私は１９９８年と２００８
年に，カンボジアの選挙監視団として行き
ましたが，これも外務省が持続的にやって
いる国際選挙監視活動で，非常に重要な活
動だと思います。そういった各省庁でやっ
ている活動をこの連絡会でも何回か発表し
ていただきましたけれども，包摂するとい
うことは大切だし，それを国際的にやって
いただければと思います。
インドネシアの話ができなかったのです
が，私，来週月曜日にインドネシアの弁護
士会へのセミナーをやりますけれども，
ずっと続いています。ですから，草野先
生，今日は参加していない稲葉先生が立ち
上げ，私も参加していた調停制度の構築プ
ロジェクトで，Ｍｅｄｉａｓｉ（メディア
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シ）の人たちをたくさん支援してきたわけ
ですが，それはやはり今でも人間的なつな
がりを持って，今でもそういったセミナー
をしているということが重要で，やはり持
続性というのが私は大切であると思いま
す。長くなりましたが以上です。

森永太郎：

どうもありがとうございました。どうも
日本のと言いますか，うちもそうですが，
やっていることが断片的だなという感じ
は，私も若干，今までの経験の中で思って
おります。それで我々はこういう話をする
時，必ず森嶌先生のお名前を出すものです
から，ご本人が手を挙げられております。
森嶌先生，ありがとうございます。どうぞ
お願いします。

森嶌昭夫名古屋大学名誉教授：

日本の法整備支援が始まった当時の法整
備支援に対する日本の弁護士さんや弁護士
会の貢献についての矢吹さんのお話につい
ても触れたいのですが，山下さんと坂野さ
んお話を中心にコメントをさせていただき
ます。今日は，ＩＣＤ２０周年を記念する
会であり，この２０年間にＩＣＤが挙げて
きた成果は称賛に価します。しかし，祝賀
される皆さんのお話を伺っていると，あた
かも法整備は全てＩＣＤがやって来たかの
如く聞こえます。弁護士もそうですが，学
者・研究者など，ＩＣＤに所属しない多く
の人々に支えられてここまで来たのです。
ＩＣＤが達成したものもあるでしょうが，
出来なかったことも数あるはずです。将来
より発展するには，過去の課題を分析し失
敗から学ぶことが必要です。
それでは，山下さんのお話から始めま

す。基本的には，山下さんのおっしゃった
ことに異存はありません。実は，山下さん
は，ベトナムのプロジェクトが開始される
ときに，野口さんなど，法務省から派遣さ
れた優秀な若手とともに，私と一緒になっ
て，ゼロからプロジェクトの中身を創り出
していく作業をした仲間です。山下さん
は，ラオスの話を出されましたが，ベトナ
ム・プロジェクトが試行錯誤で始まり，カ
ンボジアが始まったところで，これを聞い
たラオスが支援要請をしてきました。そこ
で，私はラオスに行って調査をし，関係省
庁・裁判所と折衝しました。ところが，山
下さんもご存知のように，当時の日本に
は，ベトナム・カンボジアに加えて，ラオ
スの支援をする能力がありませんでした。
ラオスも，市場経済への移行が国内外で急
がれているという状況だとは思われなかっ
たので，プロジェクト策定を先延ばしにす
ることをラオス政府に了解してもらったの
です。ベトナム・プロジェクトを開始した
ころの日本の立法支援能力は，法整備支援
に関心をもつ，きちんとした学者などいな
かった時代ですから，カンボジア民法典起
草・民事訴訟法典起草プロジェクトでは，
草案起草をして，カンボジア側と議論して
法典案をまとめ上げていく学者グループを
集めるのに大変苦労しました。民訴は，旧
知の竹下守夫さんに頼んで人集めをしても
らいました。ところで，ベトナムを始める
ときには，当初，法務省は人・金はどうす
るのかなどと，プロジェクトに関与するの
に消極的でした。役所としては，無理から
ぬことだと思いますが。ＪＩＣＡはＪＩＣ
Ａで，外務省が法整備支援をОＤＡでやる
と決定したものですから，やむを得ず新規
の体制を作りましたが，何も具体的な対処
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方針など持ち合わせはなく，私や山下さん
たち実働グル－プに任せきりでした。法務
省は，やがて，法整備支援の部局としてＩ
ＣＤを作り大阪に施設も構えます。ＪＩＣ
Ａは，法整備支援担当部局である，現ガバ
ナンス・平和構築部を設置します。組織，
特に官僚組織は，いったん出来ると，その
存続・拡大のために内外部に向けて活動し
ますから，ＩＣＤの場合にも，ベトナム，
カンボジアで学者グループが悪戦苦闘して
いるのをよそ眼に，ＩＣＤは，カンボジ
ア・プロジェクトなどで学者の中に入って
「門前の小僧習わぬ経を読む」を潔しとせ
ず，独自にラオスのプロジェクトを掘り起
こして，ＩＣＤの存在を外部に示そうとし
たのではないでしょうか。ＪＩＣＡがイン
ドネシア・プロジェクトを始めたのも，官
僚組織としての生存の条件だったのでしょ
う。山下さんがおっしゃった，法整備支援
連絡会議のＩＣＤとＪＩＣＡとの主催争い
も官僚組織の縄張り争いの一種です。山下
さんは，何を隠そうあれは・・とおっしゃ
いましたが，私は，それまで長年役所で審
議会の長などを勤めてきた経験から，「ま
たやってるな」と思いながら，少しでも役
所の縄張り拡大によってベトナムやカンボ
ジアのプロジェクト実施に起きる悪影響を
少なくする方策を考えていました。いった
ん官僚的組織が出来ると，今後は，逆に，
支援関係省庁間や法務省部内で，負担の大
きい支援専門人材育成や支援人的・物的資
源の体系的保存の業務を回避しようとす
る，消極的権限争いが起きることが危惧さ
れます。
坂野さんのお話に移ります。坂野さん
は，ＩＣＤの設立によって，プロジェクト
内部の調整に関して助けられた，とおっ

しゃっていますが，私の記憶では，プノン
ペンは小規模な都市でもあり，法典起草と
いう活動内容が明確なこともあって，カン
ボジアでは，ＪＩＣＡの現地事務所が適切
なプロジェクト管理をやってくれました。
ＩＣＤの調整活動に助けられたということ
はありません。土地法の成立過程について
も，坂野さんは誤解しておられるように思
います。民法起草開始前に，カンボジア政
府は，ＡＤＢから，借款担保のために土地
法制定を要求され土地法を制定していまし
た。土地法では，登記を，担保設定を含む
土地取引の成立要件としていますが，そも
そも，カンボジアには土地登記制度はな
く，土地法は，ＡＤＢの債権担保のために
特に制定されたとも言うべきものです。そ
こで，ＡＤＢのために，プノンペンの土地
の一部だけに適用される，ファイリングシ
ステムによる登記制度が作られたのです。
一方，民法起草にあたっては，カンボジア
全土に土地登記制度がないことから，登記
を土地取引の公示に用いることが出来ない
ため，当事者間の合意によって土地取引が
成立する，とせざるを得ませんでした。そ
こで，土地法と民法との間の抵触が起きた
のです。土地法の成立要件主義では，カン
ボジア全土に登記制度ができるまでは，カ
ンボジアの人達の土地取引は認められない
ことになりますので，私は，松本恒彦，野
村豊彦両教授とともにワシントンＤＣに
行って，世銀立ち合いの下，ＡＤＢと交渉
し，土地法の改正に向けて合意して帰って
きたのですが，結局，その後ＪＩＣＡとカ
ンボジア政府との間の詳細な詰めが出来
ず，民法成立の際に経過規定を設けて糊塗
した始末です。坂野さんがおっしゃる，土
地法制定の経緯，ＡＤＢとの交渉に関して
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ＩＣＤが大蔵省に意見を述べた事実等につ
いて，少なくとも現実に交渉に当たった私
は認識しておりません。土地法に関するＡ
ＤＢとの交渉などに関して，これまで私
は，雑誌等にいくつか発表していますので
お確かめください。
最後に，矢吹さんがお話しになった，弁
護士・弁護士会の役割について触れさせて
いただきます。具体的な名前を挙げるのに
は差支えがあるのかも知れませんが，カン
ボジアでは，ＪＩＣＡのプロジェクトが始
まる前から，桜木さん，上柳さんなどの弁
護士さんが，プノンペンの弁護士を相手に
いろいろな支援をしておられました。私
は，ＪＩＣＡのカンボジア民法起草プロ
ジェクトで，桜木さん達に，現地状況を知
り，人脈を開拓するなどの点で，ずいぶん
助けられましたし，協力して一緒に仕事も
しました。その意味で，私は，法整備支援
に対する日本の弁護士・弁護士会の役割・
貢献を高く評価しています。しかし，弁護
士会は官ではないので，最初は，ＪＩＣＡ
の頭に弁護士会はありませんでした。弁護
士さんたちは，ＪＩＣＡプロジェクトの外
で，日弁連の国際活動として，途上国の人
権擁護，司法アクセスなどの支援をして来
られたのだと思いますが，ＪＩＣＡプロ
ジェクトの段階が進み，刑事司法や裁判制
度改革なども支援するようになって，次第
に多様化して来ると，弁護士・弁護士会
は，ＪＩＣＡ法整備支援事業の重要な担い
手になります。矢吹さんは，多様性がない
とおっしゃいましたが，要請主義の下で，
民法立法支援などをしていた，当初のプロ
ジェクトから，２期・３期で刑事司法・裁
判制度を扱うプロジェクトになると，多様
性という言葉の意味にもよりますが，新た

な状況の下では多様性はあるのだ，と理解
すべきではないでしょうか。さらに，今後
は，別の内容の多様性に対して，新たな対
応を図る覚悟なければならないことも，申
し上げておきたいと思います。長々となり
ましたが，以上です。

森永太郎：

これまでカンボジアとベトナムの話が中
心に出てきて，インドネシアも出てきまし
たが，ラオスの話がちょっと出てきまし
た。ラオスは先ほども紹介がありましたけ
ど，カンボジアやベトナムと若干違う経路
を取りまして，現在に至っているわけで
す。これと絡めて，先ほど森嶌先生のお話
もありましたし，その他の人の話もありま
したが，日本の法整備支援それからＩＣＤ
が行ってきた支援というのは，一応「寄り
添い型」だというふうに言われています。
そういった急がない，相手の事情をよく聞
く，相手と一緒になって考える，相手に
とって何がベストなのかということを常に
探求しながらやっていくという態度でやっ
てきたつもりであります。そういったこと
が，ここ２０年くらいの間に果たしてでき
ていたのかという点について，１つの例と
して，ラオスの専門家を務めていた副部長
にちょっと話を振ってみたいと思います。
お願いします。

須田大ＩＣＤ副部長：

ありがとうございます。ＩＣＤ副部長の
須田です。ＩＣＤのコアメンバーであり，
なおかつラオスを主に知る関係者というこ
とで，森嶌先生の後に話すのはちょっと恐
怖感があるのですが，１つの例として話さ
せていただければと思います。
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ラオスでＪＩＣＡが行っているプロジェ
クトでは，民法典の起草を支援活動として
行いました。これは分野別で単行法として
存在していたものを法典化（ｃｏｄｉｆ
ｙ）するという作業ですが，それが１つの
例になるのではないかと思います。プロ
ジェクトでは，２０１２年から民法典の起
草支援を活動として扱うようになり，約６
年の歳月をかけて民法典が２０１８年１２
月に国会を通過し，昨年２０２０年の５月
に施行されました。しかし，実は，ラオス
側から民法典の起草を支援してほしいとい
うことを初めて言われたタイミングは，
２０１２年よりも数年前のことでした。し
かし，その当時は，少なくとも日本側の関
係者から見ると，まだラオス側の状況とし
て，立法能力などの点においても，民法典
の起草に取り掛かる素地が整っていないと
思われましたし，日本側のラオス法に対す
る理解なども不十分であったため，ラオス
側の関係者とも議論を重ねた上で，まずは
当時の法律に基づいた事例問題の検討から
入りました。その後，民法分野の事例問題
集の作成，特に契約総論の分野のテキスト
ブックの作成といった活動を通じて，この
後のパネルディスカッションでも出ていた
だく慶應大学の松尾先生を始めとする学者
の先生方や，日本の実務家の方々，または
現地にいる長期派遣専門家からのインプッ
トが，じわじわとラオス側のメンバーに伝
わり，ラオス側のメンバーにも力がついて
きました。そして，日本側のラオス法の理
解も進んできました。こういった時間をか
けた検討の中で，同時にラオス側の日本側
への信頼感も高まっていったわけです。そ
して，２０１２年にようやく正式に民法典
の起草支援をプロジェクト活動の中に取り

入れることになりました。その後も，日本
側からは日本の制度や価値観を押し付ける
ことはせずに，例えば，他国の立法例を複
数紹介し，またはラオス法のルーツやラオ
スの歴史や文化など，背景事情にも目を配
りつつ，ラオス側のメンバーの中で一つ一
つ結論を出していくのを待って，地道に進
めていったわけです。言うなれば，ラオス
側のメンバーの腑に落ちるのを確認しなが
ら，時間をかけて進めていき，こうした活
動が結実して，民法典の起草の完成と法案
通過に至ったという，これが１つの例にな
るのではないかと思います。こういったも
のの波及効果というのも同時にございまし
て，例えばその日本側への厚い信頼は，ラ
オスの法曹養成の分野にも波及していま
す。ラオスでは，日本型の法曹三者の統一
養成システムも導入したいという意思決定
をしまして，２０１５年には司法省のもと
に国立中央研修所という施設を設立し，そ
こで法曹三者の統一的な養成をスタートし
ています。現在でもＪＩＣＡのプロジェク
トやＩＣＤの活動の中で，この法曹養成に
ついては協力をしているわけですが，そう
いったことを日本型でやりたいとラオス側
が意思決定をしたのも，地道な活動を彼ら
と共に続けてきた一つの成果ではないかな
と思います。

森永太郎：

どうもありがとうございました。
この２０年間，日本の法整備支援自体は
もっと長いわけですが，当初，まさに森嶌
先生がおっしゃったとおり，こちらのリ
ソースの準備が全然できていないような状
態から始まっていて，それは山下先生のお
話にもありましたけど，できるところから
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やるしかないというような調子で始まった
というような感じがいたします。ですか
ら，最初からこのような計画で，どこの国
に，どこの国を，どう攻めてというよう
な，そういう感覚ではまったくなく，頼ま
れたからさあどうしよう，というような形
で始まり，それがしばらくの間続いてきた
という印象を私自身は持っていますし，他
の場面でもこういう話を申し上げたことが
あります。要請主義を比較的重んじてきた
ということや，それから日本国内のリソー
スがそれほど整っておらず，選択的にやる
しかないというような状況の中，それが必
ずしも悪いことではなかったというよう
に，私としては，今となっては感じており
ます。というのは，途上国はこうあるべき
だとか，それからここに地政学的にどうだ
とか，最初からこうであるべき，こうじゃ
なきゃならんという話になってくると，や
はりどうしても，その次には押し付けみた
いな話にならざるを得ないような感じがす
るので，そういう日本のそもそもの法整備
支援の始まり自体が，割と押し付けに行か
ない要素を持っていたのじゃないかなと。
なおかつ時間がかかるものだということ
を，割と早い段階で意識したために，丁寧
で気の長い，見る人によってはいつまで
やっているんだみたいな話になるかもしれ
ませんが，丁寧で気の長いやり方をすると
いうのが多かれ少なかれ，途上国の信頼を
ある程度確保することにつながっているの
ではないかとまとめたいと思います。
ということで，実は，このセッションの
中で，いくつかご質問にお答えしたかった
のですが，残念ながら時間があまりないの
で，ピックアップしたものだけざっと私か
らお答えします。

修習生の方から，検事の職務経験がこの
業務に活かされたのか，逆はどうかという
ようなご質問がありますけれども，これに
ついては，イエス，両方ともイエスだとい
うふうにお答えしておきます。検事の職務
経験はもちろん，長期派遣専門家あるいは
ＩＣＤの教官として，当然のことながら活
かされますし，それから逆に帰ってきてか
ら私なんかはやっぱり自分で経験したこと
が，検察業務には随分役に立ったなと思う
場面が結構あります。視野が広くなるせい
で，考え方が柔軟になるということがある
と思います。
それから，弁護士として法整備支援に関
わる需要の多い分野というのはどこかとい
うご質問ですが，これはどの分野というよ
りも，弁護士さんの力が常に必要です。ど
の分野か，特に access to justiceの分野で
は，これはもう弁護士さんのお力がない
と，まさに今，矢吹先生おられますけど，
日弁連の力がないととてもじゃないけどで
きない分野ですので，こういう所では弁護
士の先生方のお力を借りなければいけない
という場面がたくさんあります。それから
個別のご質問で，東ティモールの法整備支
援計画の推進状況等についてご質問で来て
いますけど，これは先ほどちょっとご紹介
した程度で勘弁していただきたいと思いま
して，いろいろなことをやっていますが，
非常にいい関係が続いております。
それから最後に，カンボジアの現地の方
からのご質問で，他で取り上げる場面がな
いので，ここで取り上げてしまいますが，
日本が起草に関わった民訴法，民法の理解
をするのに，日本の判例が読めないので
困っている，今後，日本の判例を英語で出
版する考えはないのか？というようなご質



ICD NEWS　第88号（2021.9） 151

問があります。こちらは最高裁のウェブサ
イトに，最高裁判例でしたら多少は抜けて
おりますけれども掲載があり，今のところ
はそのぐらいかと思います。法令について
は，今，一生懸命日本語から英語に訳して
いますけれども，判例の方は確かにまだ最
高裁以上にはなかなか追いつかない状態な
のかなと思っております。そんなことで，
皆さんのご回答になったでしょうか。
すみません，パネリストの皆さん。全然
計画と違う方向に行ってしまいました。今
のお話が次のパネルディスカッションの起
爆剤になってくれれば，私としては多分パ
ネルディスカッション１のモデレーターの
役割を果たしたということになると思いま
す。ちょうど時間がまいりましたので，こ
こで終わらせていただきます。パネリスト
の皆さん，ありがとうございました。あ，
山下さん，どうぞ。

山下輝年公証人：

私が先ほど一言で「森嶌さんが何をやっ
てるんだと思っているはずだ。」と言った
のを，森島先生に噛み砕いて言ってもらえ
ました。ありがとうございました。ただ，
坂野さんについては，森永さんからＩＣＤ
が役に立ったかどうかと言われて，多分
困ってああいう答えになったのだろうなと
私は思っていますので，その辺は理解して
あげていただきたいと思います。

森永太郎：

フォローいただき，どうもありがとうご
ざいます。では，これでパネルディスカッ
ション１は終わりにしたいと思います。ど
うもありがとうございました。

第４部　パネルディスカッション２ 

「これからの法整備支援」

庄地美菜子法務総合研究所国際協力部教官

（以下，敬称略）：

それでは，これからパネルディスカッ
ション２を始めます。パネルディスカッ
ション２は「これからの法整備支援」を
テーマといたしました。パネルディスカッ
ション１では２５年余りの日本の法制度整
備支援の活動の流れについてご議論いただ
きましたが，パネルディスカッション２で
は「これから」を議論いたします。パネリ
ストの先生方を順にご紹介させていただき
ます。まず愛知県公立大学法人理事長，名
古屋大学名誉教授の鮎京正訓先生。そして
ＪＩＣＡの国際協力専門員，弁護士の小松
健太先生。法務省大臣官房国際課長の柴田
紀子課長。慶應義塾大学大学院法務研究科
教授，松尾弘先生。そして第１部に引き続
き，当部の部長の森永も参加いたします。
このメンバーでどうぞよろしくお願いいた
します。私は現在，ＩＣＤで教官をしてお
ります庄地と申します。それでは早速始め
ます。
２５年余りの日本の法制度整備支援の活
動を得て，近時，法制度整備支援の重要性
はさらに広く認識され，そのような流れの
中，法務省においても法制度支援を始めと
する司法外交を一層積極的に推進する流れ
というのを打ち出しております。まず冒頭
で，このような法務省の姿勢・取組みにつ
きまして，柴田課長からお話しいただけま
すでしょうか。

柴田紀子法務省大臣官房国際課長：

大臣官房国際課長柴田です。私自身ＩＣ
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Ｄの元メンバーで，カンボジアでＪＩＣＡ
の長期派遣専門家として仕事をした経緯も
ありますが，今日は大臣官房国際課長とし
て，官房国際課の設立の経緯あるいは司法
外交の現状などについてお話させていただ
ければと思っています。官房国際課は非常
に新しい組織で，今から３年前の平成３０
年，２０１８年４月に創設されました。こ
の官房国際課は，法の支配や基本的人権の
尊重といった基本的価値を国際的に浸透さ
せるための取組，これを司法外交と呼んで
いますが，これを進めていくための司令塔
的機能を担うものとして創設されていま
す。司法外交が重要であるという議論は，
平成２７年頃，冒頭森嶌先生も言及してお
られましたが，自民党の司法制度調査会
で，このグローバル化の中で司法も国際化
していかなければならないとか，司法外交
の推進は，相手国の経済成長を支える司法
インフラを整備し，ＳＤＧｓの中でも掲げ
られている，誰ひとり取り残さない社会の
実現に資するものである，といった議論が
なされ，その中で司法外交を推進していく
べきだと強調されてきたことに始まりま
す。司法外交の重要性が提言にまとめられ
たり，その後，司法外交が政府の骨太の方
針に反映されたりするなどしております。
以上のように，司法外交という言葉が，共
通のものとして認識されるようになった一
つの大きなものとして，法制度整備支援が
あるのだと個人的には思っています。法制
度整備支援の長年の実績が高く評価され，
これが大変重要で価値のあるものであると
いった認識が，司法外交といった流れにも
大きく貢献しているのだというふうに思っ
ています。ところで，官房国際課は
２０１８年に創設されましたが，まずは

２０２０年に当初予定されていました，京
都コングレスの成功を大きな目標としてい
ました。そして，このコングレスの年を司
法外交元年として，その後さらに司法外交
を展開していくため，官房国際課はこれま
で活動してきております。
ですので，今から司法外交についてご説
明したいと思っております。まず１枚目の
スライドで，先ほども申し上げたように，
京都コングレス，これが１つの大きな司法
外交のマイルストーンと位置付けておりま
したので，これについて少し説明させてい
ただきます。京都コングレスは，国連の犯
罪防止刑事司法分野における５年に１回の
大きな会議でございまして，正式名称は第
１４回国連犯罪防止刑事司法会議といいま
す。これは２０２０年に開催する予定でし
たが，コロナウイルスの関係で１年延期に
なり，ようやく今年の３月に実施すること
ができました。この京都コングレスの実施
は大変大きな，いろいろな意味で意義があ
りまして，一つはコロナ禍あるいはポスト
コロナの中での初めてのこの大型の国際会
議を安全に実施することができた，コロナ
感染者を出すこともなく，無事に実施する
ことができたという意味で，新しい国際会
議のモデルを示すことができたと考えてい
ます。このコングレスはインパーソンとオ
ンラインの参加を含めたハイブリッドで実
施し，全体では１５２か国から５，０００
人以上が参加登録をしておりまして，これ
は過去最多の参加となります。ここでは成
果文書として京都宣言というものを採択し
ております。このコングレスは無事に成功
しましたが，これで終わりというわけでは
なく，この成功を踏まえ，京都コングレス
の成果の展開として，この京都宣言の実施
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をしていくということが，官房国際課とし
ては非常に大事になってきます。その中に
は３つの柱がありまして，１つはアジア太
平洋分野の刑事司法のフォーラム，プラッ
トフォームを作るということ。それから，
法遵守の文化のためのユースの，若者のグ
ローバルフォーラムを定期的に開催すると
いうこと。それから，再犯防止分野につい
て，国連の準則を作っていくということ。
こういったことを内容としています。以上
が京都コングレスです。
その他の大きな司法外交の取り組みにつ
いてもご説明します。法制度整備支援，こ
れは先ほども申し上げましたように，司法
外交の大変大きな柱だというふうに考えて
います。冒頭に森嶌先生の方から，戦略は
あるのかという話がございましたが，創設
時から法制度整備支援に関する戦略協議の
場を設けております。これは，外務省，Ｊ
ＩＣＡ，法務省の関係者が年に数回集ま
り，政府の方針や法制度整備支援の現状を
共有するほか，どういった分野で，またど
ういった地域・国に対して支援していくべ
きか，さらにどういったアクターと連携し
ていくべきか，あるいは法制度整備支援の
評価指標はどういったものがあるのか
等々，様々なトピックについて議論する場
です。先ほども申し上げましたが，これま
でコングレスの成功ということを第一目標
としてやっておりましたが，コングレスが
無事に成功し，これからさらに法制度整備
支援の戦略，法制度整備支援のあり方につ
いても，関係者の皆様と協議させていただ
きたいと思っております。
次に，大きな柱としては，民商事法分野
におけるさらなる展開というものを考えて
おります。その中には２つ柱があり，１つ

が国際仲裁の活性化です。国際仲裁は，現
在では国際商取引分野の紛争解決のグロー
バルスタンダードとなっており，これを活
性化することによりまして，日本企業の海
外進出，それから海外からの投資を呼び込
むということに資すると思っております。
ところが，日本は他の国，アジアの国と比
べても，国際仲裁の利用がやや低調な面が
ございまして，官房国際課においては，こ
の分野の活性化に力を入れております。政
府におきましては，官民が連携して国際仲
裁の活性化に向けた取り組みをしており，
法務省のみならず関係府省が一丸となって
この取組を進めております。法務省では現
在，仲裁専用施設の整備，仲裁人や仲裁代
理人の人材育成，それから国内外の企業に
対する周知啓発といったインフラ整備もし
ておりますし，同時に，外弁法の改正，仲
裁法の見直しといった法制度の整備も積極
的に進めているところであり，いずれはア
ジア随一の国際紛争の解決拠点と言われる
ようになりたいと思っているところです。
それからこの民商事法分野における展開の
２つ目の大きな柱が，国際的なルール形成
にコミットするということです。１つの例
がＵＮＣＩＴＲＡＬという国連国際商取引
法委員会，これは国際商取引法分野におけ
る条約の作成などをしている国連の委員会
でございますが，ここで行われるルール形
成に積極的に参画していこうと取り組んで
おります。具体的には，法務省職員をＵＮ
ＣＩＴＲＡＬ事務局へ派遣する，同事務局
に対し活動費用を拠出して日本提案のプロ
ジェクトを実施する，ＵＮＣＩＴＲＡＬと
共催でイベントを開催するなどの取組を通
じて連携強化を図っています。これは国際
分野のルール形成に向けたコミットメント
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の１つの例ではありますが，こういった展
開も現在しております。
その他，大きな柱としては，いろいろな
国，それから共同体の連携強化を今積極的
に進めています。いろいろな国とＭＯＣ，
協力覚書を交換して，今後の協調関係の基
盤を作るということを積極的に行っていま
すし，また，コロナ禍ではありますが，駐
日各国大使等の表敬を受けるなどして積極
的にコミュニケーションを図っています。
例えば，去年の１２月には，アラブ外交団
といってアラブの１０か国以上の駐日大使
等が法務大臣に表敬に来られまして，そう
いったコミュニケーションを図っていま
す。先日は，駐日英国大使が法務大臣に表
敬されました。こういった形で，コロナ禍
ではあるものの，その中でできる限りのこ
うした各国，それから共同体との連携を進
めています。共同体という意味では，今後
はＡＳＥＡＮとの連携を強化したいと思っ
ており，後の国際法務人材のところにも出
てきますが，官房国際課の出身者が現在Ａ
ＳＥＡＮ日本政府代表部でアタッシェとし
て活動しており，そういったネットワーク
を活用しながら，現在ＡＳＥＡＮとの連携
を強化しているところです。
最後の大きな柱が，国際法務人材の育成
というところです。私自身，カンボジアで
長期派遣専門家をしたほか，ＵＮＯＤＣと
いう国連の機関に出た経験もありますが，
やはり日本政府全体として，日本人のプレ
ゼンスが大変低いなというふうに思ってい
ます。そうした中，国際情勢を踏まえたバ
ランス感覚やリーガルマインドを持った国
際法務人材の育成は，もうマストだという
ふうに思っています。そういった観点か
ら，官房国際課においては，積極的に新し

く在外公館あるいは国際機関等にポストを
作る努力をして，そこに人を派遣するとい
うことを進めています。その他，国際機関
に派遣される前の職員に対して，語学研
修，あるいは試験を受ける際には，面接試
験の準備・トレーニングをしたりするな
ど，そういったサポートもしているところ
でございます。
現在９０名ほどの法務省職員が世界で活
躍しております。大半は在外公館職員で，
これは伝統的に昔から派遣している者です
が，この中にも国際課ができてから，国際
機関あるいは在外公館に複数のポストを新
設し派遣をしておりまして，現在，さらに
新しく別の国際機関にポストを設けて人を
派遣するということを考えているところで
ございます。こうした国際法務人材という
のは，法務省だけの話ではなく，例えば政
治の方の世界でもルール形成戦略議連とい
うものもあり，国際機関のトップに日本人
が少ないあるいはいない，それでは良くな
いということで派遣していくべきだという
熱い議論が最近されています。そのために
は，いきなり国際機関のトップに人を送る
ことはできないので，若い段階から計画的
に戦略を持って派遣していかなければなら
ないといった議論がされております。それ
を受けまして，法務省も外務省その他省庁
と先日，どうすれば日本人職員を積極的に
海外に派遣できるのかといった会議の場を
設けるなどして，法務省だけがやるのでは
なく，もちろん外務省その他の関係省庁と
も連携しながら，こうした取り組みをして
いるところでございます。簡単ですが，以
上が司法外交のいくつかの取組でして，京
都コングレスが無事成功しましたので，こ
れからはこれを踏まえてさらなる司法外交
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を展開していきたいと思っています。以上
です。

庄地美菜子：

柴田課長ありがとうございました。お話
の最後にありました，人材育成，人的リ
ソースの確保については事前の質問もいた
だいているところでございます。どうもあ
りがとうございます。ここからは，現在直
面しているそれぞれの課題や今後の法整備
支援のあり方を議論していきたいのです
が，各論点を議論する前に，全体としての
共通する基本立ち位置といいますか，軸と
すべき大きな視座について，はじめに松尾
先生お考えをお聞かせいただけますでしょ
うか。

松尾弘慶應義塾大学大学院法務研究科教

授：

ありがとうございます。慶應大学の松尾
です。私は２００１年からラオスに対する
法整備支援に参加し，今日はＩＣＤ設立
２０年ですが，個人的にも２０年が経過
し，あっという間の２０年だったなあとい
う気がいたします。その間，２０１８年に
ラオスの民法典が制定され，ネパールでは
２０１７年に民法典が制定されましたが，
これらに関わった経験の中で，自分の感じ
たことを最初にお話しして，法整備支援の
今後の課題に関する議論の叩き台を提供さ
せていただきたいと思います。先ほど森嶌
先生や山下元部長からお話があり，法整備
支援の草創期に，何もないところから立ち
上げるということがいかに大変だったのか
ということを改めて感じました。私はその
少し後から，今日この後お話される鮎京先
生などからいろいろと教えていただきなが

ら，法整備支援に取り組んでまいりまし
た。
まず，法整備支援のこれまでの成果とし
て，私は４つぐらい大事なことがあるとい
うふうに感じています。第１に，法整備支
援の相手国の主要法令がかなり整ってきた
のではないかということです。とりわけ，
個人の権利・義務を規律する基本となる民
事基本法制を中心に，法令整備がかなり進
んできたと思います。それをベースにし
て，さらに対象法分野が広がってきまし
た。先ほど森永部長からベトナムの国家賠
償法の制定支援にも言及がありましたが，
こういう分野にも広がってきたというの
は，市民の基本的な権利・義務を規律する
民事基本法制が徐々に整ってきたからでは
ないかと感じています。それから，法制度
を運用する人材の育成や法学教育のための
支援ツール，教科書・問題集・マニュアル
類等もかなり充実してきたと思います。そ
して，私が何より実感として思うのは，相
手国における法律の概念と用語が徐々に洗
練されてきたことです。この点に関して
は，新しい法律概念も必要に応じてその国
の用語でクリエイトされてきました。そし
て，法律の理論の枠組みというようなもの
が，徐々に見えるようになってきたと感じ
ます。これらが実効的な法整備をしていく
ためには，やはり非常に重要な点ではない
かと感じているところです。まだまだ課題
はありますが，それらは法整備支援を通じ
て実際に産み出された成果といえるのでは
ないかと思います。
それから，第２に，今度は日本側の問題
として，日本における法整備支援の体制整
備がかなり進んできたと思います。今では
ＩＣＤとＪＩＣＡと，それから大学とＮＧ
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Ｏ，とりわけ日弁連や国際民商事法セン
ターＩＣＣＬＣが強固な連携協力をする形
で法整備支援を実施できるようになったと
いうのは，非常に大きな成果ではないかと
思っています。例えば，今では法整備支援
のための様々な会議が頻繁に開かれている
わけですが，議題の設定から日程調整，会
議の進行，議事録の作成等が，きわめて迅
速かつ円滑に行われる体制ができていま
す。あるいは研修をする時にＪＩＣＡの施
設を利用させていただいたり，現地セミ
ナーを開くために現地専門家と連絡を取り
合って，参加者の調整，場所の確保，プロ
グラムの設定を行い，実施するということ
についても，非常に機動的に行えるように
なってきたことは大きな進歩だと実感して
います。何よりも，この法整備支援連絡会
が毎年連綿と続いてきた，その成果である
ＩＣＤＮＥＷＳも着々と蓄積されている，
これ自体が非常に大きな，将来にわたって
の資産だと思っています。このような法整
備支援に直接・間接に関連する活動の継続
性は，非常に評価されるべきものだと思い
ます。そういう形で，法整備支援自体のガ
バナンスが構築されてきたというのが，こ
の２５年だったのではないかと思います。
成果の３番目としては，法整備支援の方
法論について，かなり経験と知識が蓄積さ
れてきたといえると思います。各国の状況
に応じて，法令の草案を提示するタイプ，
共同研究のタイプ，コメントを提示して
フィードバックを繰り返すタイプと，様々
な方法を試す中で，それぞれの方法の長
所・短所というものを比較して，仮に相手
国の状況が許すならば，別の方法は何だろ
うかということを考えることができるよう
な状況になってきたのではないかと思いま

す。
そして，第４に，法整備支援の理念につ
いての探究も深まってきたということがい
えるのではないかと感じます。今や「良い
統治」の構築のための自助努力を支援する
ということは，法整備支援を行う者にとっ
ての共通認識となりつつあります。この共
通認識に基づいて，法制度整備支援の基本
方針が作成，改定され，そして今，柴田課
長からご紹介がありました官房国際課が設
置され，司法外交についての方針が作成さ
れ，法整備支援についての戦略協議の場が
設けられるようになりました。このように
長期的視野からみると，官房国際課の設置
というのが，今までの法整備支援とこれか
らの法整備支援をつなぐ結節点になるので
はないかなというふうに思っています。
では，こうした成果を踏まえて，これま
での様々な反省材料をどのように活かすか
という観点から，どのようなことを引き出
せるかという課題を３つほど，さらに検討
したいと思います。
１番最初の課題であると思うことは，法
整備支援の順序について，もう少し熟慮す
る必要があるのではないかという点です。
例えば，相手国における民事基本法制の整
備が不十分な中で，個別の応用法分野に注
力するということについては，やはり再考
が必要ではないかという反省が，今改めて
求められているのではないかと感じていま
す。国民の権利がしっかり保護されるとい
う意識が常識化するような民事基本法制が
ないと，やはり社会秩序というのは，
クー・デタや災害等に起因する混乱をきっ
かけに，あっさりと覆されてしまうと思い
ます。たしかに，法整備支援においては，
スピード感を持った法整備支援，比較的短
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期に成果が目に見える法整備支援も重要で
すが，しかしながら，そのようなアウト
プットにあまり気をとられると，法整備支
援の本来あるべき順序というものについて
混乱が生じ，法秩序を必要以上に複雑化
し，かえって相手国の法整備により多くの
時間を要する結果になってしまうのではな
いかと危惧しています。まさに急がば回れ
ですが，このようなことも踏まえて，戦略
協議の場でも，法整備支援の順序につい
て，戦略的な視点を確実に強化していく必
要があるということです。
課題の２番目として，法整備支援を始め
るに当たり，とりわけ，立法支援を始める
に当たっては，相手国の現行法や慣習と
いった既存の制度，つまり，制度変更のた
めの足場になるようなルールについて十分
に調査し，理解しておく必要があります。
そうした既存の制度的な足場から出発し
て，法令の制定および改正を行うという，
制度変更のプロセスを尊重した法整備支援
の方法をさらに強化する必要があるのでは
ないかと思っています。日本の法整備支援
の相手国は，ネパールを除けば，すべて植
民地経験を有する国ですが，植民地時代に
行われた様々な法令の影響が根深く残って
います。また，植民地経験の有無を問わ
ず，伝統的な習俗，宗教的規範，慣習の影
響というものが，法整備支援をやってい
て，例えば，個々の条文の内容を協議する
中でも，非常に強固に残っているなと感じ
ることがあります。それについては，やは
り十分に時間をかけて調べておく必要があ
ります。例えば，相続による財産承継の
ルールにおいて，相続財産をどのように捉
えているか，被相続人の債務をどのように
処理しているか，それとの関係で遺産分割

をどのように行っているか，夫婦の婚姻中
に取得した財産の帰属をどのように捉えて
いるか，不動産取引の実務において，当事
者以外に誰が関与しているか，どのような
書類を作成し，どのように決裁している
か，登記の申請はどのように行うかなど，
どの国でも日常的に普通に頻繁に行われて
いる権利変動のルールには，既存の実務で
通用している慣習が非常に強固に残ってい
るように思われます。そういうことについ
ては，それらを変更するにせよ，明文化す
るにせよ，あらかじめ現在の足場が何かと
いうことについてのしっかりとした調査が
必要ではないかと思います。そもそも制度
改革を支援するということは，どういうこ
となのか，それが思っていた以上に容易な
ことではない，とりわけ，新しいルールを
作り，社会に定着させるということが，考
えるほど容易にいくものではないというこ
とを思い知らされるような２０年だったな
という気がいたします。
それから３番目の課題は，法整備支援は
非常に専門性の高い活動ですので，直接の
相手方になるのは，やはり法律の専門家で
あるという点に関わるものです。その結
果，法整備支援の成果というものが，やや
もするとごく限られたサークルの中で循環
してしまう，相手方の外になかなか出て行
かないというような問題も生じがちである
ように思います。法整備支援の相手方が，
その成果を同僚に，その所属組織に，さら
にはより広くその国民の権利の保護や利益
の向上に向けて，どのように活用している
かということについても，常に意を用いる
ことが求められるように思われます。法整
備支援の成果が，社会の共通財産と言うの
でしょうか，社会にとってコモンなものに
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なるということについて，より強く意識す
る必要があるだろうと思います。
最後に，以上に述べました成果と課題を
踏まえて，日本は今後，法整備支援に関し
て具体的に何をすべきかという点につい
て，３つほど申し上げたいと思います。
１つは，法整備支援のセオリーといいま
すか，方法論を構築していくということで
す。これは，今朝の森嶌先生のお話にもあ
りましたし，鮎京先生もお話しなさると思
いますが，既存のルールを調査し，そして
法整備支援の順序を含めて戦略というもの
をしっかり立てて，法整備支援をより充実
したものにしていくということが必要だと
いうことです。この観点からは，現在の法
制度整備支援の基本方針についても，でき
れば現場で直面している問題を常にウォッ
チしながら，随時改定していくことが必要
であるようと思います。毎年それを行うと
いうのは現実的ではないかもしれません
が，数年に１回はやはりこれをレビューし
ていく必要があるでしょう。法整備支援の
方法論を深めるという観点からは，現場の
変化をフィードバックした基本方針を作る
ことが必要だと感じます。
それから２番目に，法整備支援の成果を
できるだけ外に広げるという意味で，法整
備支援の成果を社会の共有財産化するとい
うことについても，法整備支援の計画段階
から，戦略の中に入ってもいいのではない
かと思います。その場合には，法整備支援
の究極目標が何なのかということについ
て，相手側と日本側との間で常に共通認識
を深めておく必要があるように思います。
現在，法制度整備支援の基本方針にもあり
ますように，相手方のグッドガバナンスを
構築するということは共通目標になってい

ますが，実はさらにその先にある目標とし
て，「いつでも，誰でも，どこでも，法に
よって各人の権利の保護が確実に図られ
る」という意味での「法の支配ユビキタ
ス」の状態の実現があると思います。この
先にある目標を絶えず意識して，それは簡
単に達成されるものではありませんが，常
に「法の支配ユビキタス」に少しでも近づ
くようにという思いをもって，日本と相手
国が協力する，ということが必要ではない
かと思います。
３番目に，次期の法整備支援の大きな課
題として，これは従来の法整備支援と少し
方向性が違いますが，日本の法整備をどう
するのかという問題意識との接合というこ
とも必要であるように思います。日本の法
制度や法律学の発展と法整備支援の成果と
を，どのように関連付けていくかというこ
とです。日本も今現在様々な問題に直面し
ておりますし，国としての発展の方向性と
いうことについても模索している段階にあ
ると思います。その中で，法律の分野で
も，法実務および法律学に関わる方が，日
本においてどのような法整備をしていくの
かということについても，法整備支援から
のフィードバックを受ける形で取り組むこ
とによって，より当事者意識が高まってい
くのではないかと感じています。少し長く
なりましたが，私からは法整備支援の成
果，課題，そして具体的な行動について，
以上の整理をさせていただきたいと思いま
す。ありがとうございました。

庄地美菜子：

松尾先生，ありがとうございました。こ
の２５年間で先人が築いてこられたもの，
そしてこれまで足りなかったもの，今後を
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求めていくべきものという，大きく３つの
観点からお話いただきました。特に最後に
おっしゃっていただきました戦略の関係
で，戦略の充実という観点から，さらに個
別の議論を進めていきたいと思います。こ
れに関しまして，まずは日本国内外の人材
育成のあり方，日本の中で法制度整備支援
を支える人材育成あるいは支援対象国の法
曹，あるいは支援対象国の社会を支える人
材の養成という観点から，鮎京先生にお話
いただきたいと思います。本日は大学生，
法科大学院生の皆様も多く申し込んでおら
れます。鮎京先生，それではどうぞよろし
くお願いいたします。

鮎京正訓愛知県公立大学法人理事長・名古

屋大学名誉教授：

私は途上国におけるいわゆる立法支援と
いうことに深く関わったことはなく，ひた
すらこの２５年間ぐらいですが，途上国に
おける法律人材の育成，法学教育支援とい
う，そのような分野でずっとやってきた者
であります。途上国における法学教育支援
というのは，１つは日本法センターなどを
設立して，途上国の法学部の学生を育てる
ということ。そしてもう１つは，その中で
優秀な学生を日本あるいは名古屋大学に留
学させて育てるという，そのような活動を
やってまいりました。その法学教育支援の
成果があったのかという問題については，
今日の午後の最初のセッションで，藤本Ｃ
ＡＬＥセンター長から詳細なご報告があっ
たので，私は繰り返しませんが，今申し上
げたように，現地に日本法教育研究セン
ターを設立し，日本語による日本法教育を
行い，また英語による教育も行ってまいり
ました。一例だけ挙げますと，これは午前

中にも少し紹介がありましたが，ベトナム
の司法省の司法大臣のロンさん，この人は
私どもの名古屋大学の卒業生ですし，また
同じく司法省の副大臣のオアインさんとい
う女性の方，この人は私の直接の弟子であ
り，名古屋大学の卒業生です。また，一か
月ほど前にまた嬉しいニュースが飛び込ん
でまいりまして，ベトナム外務省の副大臣
に，やはり名古屋大学卒の人材が就任した
ということで，一例でありますけれども，
これらの人たちが立派に活躍しているとい
うことで，私は法学教育支援の意義は充分
にあると思っておりますし，その意味では
今後もこうしたプロジェクトを続けなけれ
ばならないというふうに思っています。そ
の場合，様々な経験をしながら，どのよう
な人材を育てるかということについては，
現地だけのセンターで学ばれた方，あるい
は日本に留学してきた人というふうに様々
に分類できますが，特に留学をしてきた人
は，それぞれの国におけるエリートであり
ますから一言で言うならば法の学識者を育
てる，この場合，法の学識者とは何かとい
いますと，自国の法の有り様を客観的に見
ることのできる人，こういう人材を私たち
は育てなければいけないし，そのための教
材開発も今，若手の法律教員によって日本
で行われています。
それからもう１つは，現地の人間を育て
るだけではなく，１つの重要な今後の課題
として，法整備支援に取り組む日本人学生
を育成するということが大変重要な課題で
あると思っております。そのために私ども
は，日本法教育研究センターコンソーシア
ムという全国組織を３年前に設立いたしま
した。顧問には森嶌先生になっていただ
き，私が会長を務めておりますが，その中
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で非常に顕著な事例として，名古屋大学の
学生，法科大学院生などはもちろん取り組
んでいくのですがも，特に松尾先生の慶應
大学，あるいは一橋大学の法科大学院の出
身者というのが法整備支援にとっては積極
的な役割を果たしています。このようなこ
とを鑑みますと，この１年ほどオンライン
講義などの経験を得たその感触で言います
と，全国の法科大学院生で，志のある若い
人たちに対して法整備支援のオンライン講
義を始めたらどうかというふうに私は感じ
ております。そういう形で人材育成をした
い。人材育成については以上簡単にしてお
きます。
次に，今後の法整備支援をどう考えるか
という今日のこのパネルディスカッション
２のテーマに関して，時間も限られていま
すので，いくつかのことだけを申し上げま
す。今日，森嶌先生の記念講演，基調報告
を聞いておりまして，非常に大変に強い決
意で今日の講演に臨まれたというふうに私
は強く感じました。どういうことかという
と，２つの点であります。それは私の聞き
間違いでなければということで，合ってい
ることを願っているのですが，要するに１
つ目に先例踏襲ではダメだ，新しい時代と
いうことをキーワードにされながら，そこ
でポツリと，『寄り添う援助』で今後もい
けるかということをおっしゃられた点に私
は非常に強い関心を持ちました。
それからもう１つは，時代状況の変化を
どのように考えるかという点についてです
が，まず，これについてお話したいと思い
ます。
日本の法整備支援が始まった１９９０年
代というのは，言うまでもなく１９８９年
の東欧社会主義の崩壊，あるいは９１年の

ソ連邦の解体という，これらの状況の中
で，これからは人権・民主・法の支配とい
うのが重要だと言うようなスタンスと言い
ますか，そのような全体的な世界の精神状
況の中で法整備支援が始まりました。従っ
て，例えばスウェーデンの法整備支援は，
人権，民主主義，法の支配あるいはジェン
ダーということが前面に掲げられる，フラ
ンスも法治国家の樹立というのを掲げなが
ら，あの時代，支援を行ってきました。こ
こで重要なことは，いわゆる途上国側，支
援を受ける側で，これは特に中国も含めて
でありますが，自分の国の人権，民主，法
の支配の状況が実はちょっとまずいぞとい
う，そのような態度というか，その感覚で
もって受け止めたきらいがあります。あれ
から２５年経ちましたが，２５年経ったら
どうなったかというと，これは森嶌先生の
基調講演の中にもありましたが，雰囲気が
ガラッと違ってきています。違っているの
は，「異形」という言葉がありますけれど
も，「異形の法理論」，あるいは「異形の法
理解」，異形の例えば人権論，民主主義論
あるいは法の支配論が，この法整備支援を
私どもがやっている相手国から出てきてい
ます。「異形」というのは何かと言います
と，これは「普通とは違った怪しい姿とか
様子」というそういうものであり，通常，
私どもが日本で勉強してきた人権，民主主
義，法の支配とはまったく異なる理解で
もって現実を乗り切っていくという，そう
いうことだろうと思っております。それに
対して日本の対応ですが，言うまでもな
く，Ｇ７の昨日の会議において，先ほど来
議論が出ている人権，民主，法の支配など
の普遍的価値の共有ということが言われて
います。そうであるとするならば，日本の
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法整備支援も何らかの形で今後変わってい
かなければならない。例えば，先ほど矢吹
先生が市場経済化と民主主義が連動するの
ではないかというのが，やはり今になって
みると間違いだったという議論があり，権
威主義をもたらしてしまったということが
あるわけですが，そういった市場経済化と
民主主義や人権というものが必ずしも連動
していかない現実を私たちは見ていかなけ
ればなりません。
今日に至る前に参加者の方から１３個の
質問票が出ておりまして，例えば公法分野
をもう少しやってはどうかというような意
見がありました。これについては，日本は
これまでのところ公法分野というのはなか
なかやっておりません。ウズベキスタンの
行政手続法，行政訴訟法支援というのが，
ある意味では本格的に行った唯一の例だと
いうふうに思っておりますが，例えば韓国
の法制研究院とコンラート・アデナウアー
財団がベトナムの憲法裁判所創設に向けた
法整備支援というのは，私の理解によると
一定程度の成功を収めました。結局のとこ
ろ，憲法裁判所創設は実現できませんでし
たが，ベトナムの法学者の中に相当程度の
憲法裁判所に対する共感を得ることができ
たように思います。そういう意味では，私
は公法分野の活動あるいは人権の分野とい
うのは非常に難しい問題があり，私も実は
ベトナムで試みたことがあるんですけれど
も，有り体に言うと嫌がるんです。嫌がり
ますが，にも拘わらず，若い世代の日本の
法整備支援担当者が，いろいろ工夫をしな
がら，アイデアを出しながら，先ほどビジ
ネスと人権という話がありましたが，ぜひ
こういう分野でも成功例ができるといいな
というふうに思っております。あと，もう

１つだけ申し上げます。１３人のうち３人
から意見がきています。それは，この後，
小松さんが話されるということで，多分他
の人は遠慮されたと思うのですが，ミャン
マーについては，特に法学教育支援との関
係で，実は深刻な事態が起こる可能性があ
ります。つまり，ＪＤＳというスカラシッ
プでミャンマーからも若い人が来るんです
が，ＪＤＳで人材派遣する留学生を選ぶの
は相手国政府なわけです。そうしますと，
相手国政府，今で言うと国軍であります
が，ここが選んだ留学生がもし来た場合
に，様々な問題が起こってきます。した
がって，午前中の議論か何かで，このミャ
ンマーについては今のところ中断になって
いるという話がありましたが，そういう意
味で私は，支援の分野によるとは思うので
すけれども，とりあえず一旦停止をする，
そういうことが私は大事なような気がしま
す。この点についてはぜひ，後の小松さん
の意見も聞きたいと思います。以上でござ
います。

庄地美菜子：

鮎京先生，多岐にわたるお話をどうもあ
りがとうございました。また，事前に寄せ
られている参加者からのご質問にもお答え
いただきましてありがとうございました。
続きましては，支援を戦略的に進めていく
という観点からお話をおうかがいしたいと
思います。先ほどパネルディスカッション
１の中で，日本の支援の特徴であるオー
ナーシップを尊重した支援，寄り添い型の
支援という話が出ましたが，それが日本の
長所であるわけなんですけど，それと戦略
的に進めていくということの関係につい
て，松尾先生いかがでしょうか。また，戦
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略的に進めていくということに関連しまし
て，支援の成果についての検証というもの
が不可欠ですが，法制度整備支援は他の
ジャンルに比べても，成果の客観的な観測
に非常に困難を伴うものだと思います。こ
の点についても，どのように成果を評価す
るのか，評価するための指標はどのように
設定したらいいのかということについて，
合わせて松尾先生，お話しいただけますで
しょうか。

松尾弘慶應義塾大学大学院法務研究科教

授：

はい。ありがとうございます。まず，物
事を「戦略」的に進めるということは，第
１に，「目的」を確実に達成するためにそ
の「手段」を具体化すること，第２に，そ
の目的が最終的に向かっている「究極目
標」ないし「真理」を明らかにすることを
意味しています。それは，単に競争に勝つ
ためにうまい方法を工夫するといったこと
以上の含意を本来もっています。目先の目
的を達成しても，それが最終的に何に通じ
ているか，真理に近づいているかが分から
なければ，虚しいものになってしまうから
です。この意味において，法整備支援を
「戦略」的に進めるというときに，オー
ナーシップの尊重は，１つのプロジェクト
の目標を効果的に達成する手段としての有
用性とともに，それ自体が相手国における
「良い統治」の実現という，より上位の目
標に通じているという意味で，欠くことが
できない重要性をもっていると思います。
では，どのようにして相手国のオーナー
シップを尊重するかという点についてです
が，やはりプロセスが重要で，個々の法整
備支援プログラムの中で，相手国が主体性

を持って取り組み始めることがオーナー
シップを取得するためには不可欠になりま
すので，第一球を投げるのは相手国側から
にするような準備が必要であると考えてい
ます。例えば，法令の制定やその改正のた
めの規定案の起草支援においては，まずは
相手国の担当者が起草をすることが目指さ
れるべきです。そのプロセスで良い統治に
不可欠な法制度を運営する人材の育成に通
じる効果が期待できます。しかし，それは
非常に大変なことですので，その準備のた
めに，かなり長い期間がかかるかもしれま
せん。そして，もう１つ大事なことは，相
手国の担当者が起草し，それに対して日本
側が問題点の指摘や代替案の提示などの形
で支援するということを考えたときに，起
草プロセスと協力体制に関するルール，
ルールを作るためのルールといいますか，
よくメタルールというような言い方もされ
ますが，それをしっかりと作り，関係者の
間で常に共有するということが必要になっ
てきます。そのような形で起草された案に
対して，日本側からコメントや修正案を付
して相手方に投げ，それに対する修正につ
いてさらにコメントするというやりとり
を，何回もするというようなことが必要に
なってくると思います。ラオスやネパール
ではこの方法を試みましたが，これには膨
大な時間と労力がかかりますので，あらか
じめそのための体制を確保する必要がある
と思います。こういうプロセスも含めて，
プロジェクトの内容と目標に書き込んでい
くことにより，個々のプロセスが計画に
従って淡々と進んでいること自体が，たと
え法律という目に見える成果が現れる前で
あっても，評価の対象になるということが
重要であると考えています。つまり，プロ
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セスを尊重しながら支援していくというこ
とです。そのためには，すぐに目に見える
成果という形で現れてはいないものの，
淡々とプロセスが進んでいるということ自
体を評価する仕組みを作っていく必要があ
るように思います。また，立場を替えれば
非常に良く分かると思うのですが，自国の
法律について，外国人が口を挟むというこ
とはできれば避けてほしい，という気持ち
を持つのがごく自然な感情だと思います。
そういう中で，それでもなお相手国の人た
ちが法整備支援を受けることに乗ってく
る，オーナーシップをとることに意欲的に
なることがあるとすれば，それはそれ自体
がやっていて非常に面白いとか，新しい発
見があると感じる時だと思います。実際，
そうした体験をして，自分たちがあれこれ
悩んで，議論を交わした末に，みんなが納
得する良いアイデアが出てきたという喜び
を共有できるようなプロセスが多くなって
くると，自発性や主体性が高まってくるこ
とを私自身は感じました。このようなプロ
セスを通じてオーナーシップは，あたかも
時効取得のように，徐々に形成されるので
はないかということを感じました。これは
オーナーシップを尊重した支援の仕方の１
つということにすぎず，これに限られない
かもしれませんが，１つの方法としてご提
案したいと思います。
相手国のオーナーシップを形成しなが
ら，法整備支援を戦略的に進めるために
は，庄地さんから指摘があった，法整備支
援の評価方法とその指標をどう考えるかと
いうことが，重要になってきます。これに
ついては，２０２０年の１０月から法制度
整備支援の評価・手法に関する研究会が，
ＩＣＤのリーダーシップによって立ち上げ

られ，法務省，ＪＩＣＡ，大学等から参加
する形で，検討が進んでいます。２０２１
年３月までに８回開催されており，その後
も続いています。ＤＡＣ評価５項目といっ
た一般的な評価指標をベースにしつつも，
それを法整備支援に適合するようにアレン
ジする方法も含めて，法整備支援に相応し
い評価指標はどうあるべきなのかというこ
とを，探究していく試みです。その際に焦
点になるのは，個々の法整備支援のプロ
ジェクト目標は，その上位目標を達成する
ための手段であり，それはさらにその上に
あるスーパーゴールを達成するための手段
であるという形で繋がっていることを，ど
のように認識するかということです。この
プロジェクト目標，上位目標，スーパー
ゴールないし究極目標をしっかり関連付け
るということが，戦略的な法整備支援の核
になる考え方だと思うのです。大事なこと
は，それぞれのレベルの目標に何を入れ込
むかによって，法整備支援の戦略性がどの
ように高まるかということをしっかり議論
することです。プロジェクト目標やその上
位目標を考える時には，できるだけ具体的
に，成果の有無や内容がわかるものを具体
的に書く一方で，それが最終的に目指して
いるスーパーゴールや究極目標について
も，それ自体をすぐプロジェクトの中でや
るわけではないものの，意識して議論し，
法制度整備支援の基本方針等に反映させる
ということが，戦略性を高める意味でも大
事ではないかと思います。個々のプロジェ
クト目標の書き方は，法令の起草や，教科
書やハンドブックの作成といったプログラ
ムと，法律人材の育成といったプログラム
とを例にとっても，客観的に指標化するこ
とが比較的やりやすいものとそうでないも
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のとの違いは当然ありますので，プロジェ
クトの内容に従って相応しい書き方を工夫
して，より良い方法を開発していく必要性
が非常に高いと考えています。制定・改正
された法令の数や質，あるいは作成された
教科書・ハンドブックの質や量，研修等に
参加した研修員の数，留学プログラムであ
れば学位取得や資格取得者の数など，様々
な客観的な指標があると思いますが，やは
り大切にしなければいけないことは，オー
バーラップの形成という観点から，個々の
活動における議論の内容にどのような進展
があったのか，そのプロセス自体について
も，記録を作成することによって，いざと
なれば確かめて，評価の対象とすることが
できるという準備をしていくことも大事で
はないかと思っています。
最後に，法整備支援の評価指標を作る目
的は大きく分けて２つあると思うのです
が，１つ行政事業レビューなど，外部の評
価を受けるためです。外から見て，法整備
支援の成果というのをどのように分かりや
すく，専門家でない人にも説明するのかと
いうものです。もう１つは，法整備支援に
参加する者にとって，その活動をより良い
ものにしていくためです。そして，将来
は，外部からの評価を受けるための指標に
も，法整備支援に参加する者がより良い法
整備支援を進めていくために有用な評価方
法が反映されるような指標づくりを進める
ことが，単なる説明のためではなく，本当
に役に立つ中身のある指標作りに繋がって
いくと思っています。

庄地美菜子：

松尾先生，どうもありがとうございまし
た。

先ほどのパネルディスカッション１の中
の最後で，丁寧で気の長いやり方で日本の
法制度整備支援をしてきたということが，
日本の法制度整備支援に対する大きな信頼
になっている反面，今後もう少し戦略性
に，いつまで支援をするかといったような
点について，何らかの基準を明確にしてい
くべきではないか，そのような話にもなっ
てくるのではないかということについても
言及があり，この点について，このパネル
ディスカッション２で議論をすべきという
形で，パネルディスカッション１からパネ
ルディスカッション２にバトンタッチが
あったと思います。
それに関連して，日本の支援は押しつけ
ではなく，支援を求めている国のニーズに
沿った支援，オーナーシップの尊重という
点が長所であり，かけがえのない強みであ
る一方で，支援対象国の求めるままに，そ
の都度，その時々で応えていくというやり
方は，長期的，計画的，戦略的な支援とい
う観点からみた時に，弱い部分があるとい
う批判があり得るのではないかというのが
問題点だというふうに，私なりに理解いた
しました。この点についてバトンを返すよ
うではありますが，森永部長，どのように
お考えでしょうか。

森永太郎：

はい。ありがとうございます。この戦略
論というのは，もうここ１５年ぐらいずっ
と言われてきたことで，戦略がないとか，
もっと戦略性を持ってやりなさい，あるい
は公式文書の中でも戦略的に進めるという
ような言葉が躍ってはいるのですが，果た
して，この「戦略的に」とはそもそも何を
意味するんだというところに，おそらく論
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者によって全然違うというような部分があ
ります。
それで，私なりに考えますと，先ほど松
尾先生などがお話された意味での戦略とい
うのは，これは戦略と言うよりもむしろ，
法整備支援のあるべき手法のような方法論
の話になってくるのかなというふうに思い
ました。また逆に，もう少し政治的なとい
いますか，外交的なあるいはそういった方
の立場からすると，この戦略というのは，
例えばどこの国に支援するのか，例えば，
日本と経済的関係の深いところ，全然性質
の違うものが２つ共存していて，これをし
ばしばごっちゃにして議論している可能性
があります。
個人的な見解を申しますと，私は政治的
な方の戦略というのはもともと私自身が考
える資格があるのかどうか怪しいのです
が，私自身は，それは困っているところが
あるから助けるんだということに尽きてい
る，と言うふうに考えながらこの業務をし
ております。強いて言えば，もう少しそれ
を戦略っぽく言いますと，例えば，ラオス
に対する支援が一時スローダウンしたこと
があったのですが，その時に私が１番危機
感を感じたのは，やはり地域の中での
ギャップです。要するに，周りが発展して
いくのに，そこがエアポケットのように，
助けを求めているのに助けてもらえない国
があるということになると，それはやはり
地域の不安定化ということになり決してい
いことではない，それは回りまわって日本
で外交面でももちろんネガティブなことに
なってくるのではないか，というようなこ
とを考えたことあります。
逆に，論者によっては，日本の国民の税
金でやるのだから，例えば，日本の企業の

市場開発に資さなければならないと，それ
を第一義にすべきだという人もいます。こ
れについては，私も経済界の人とも何度も
話したことがありますが，意外に経済界は
そうは思っていないんです。むしろ，別に
誰が法整備をしようが，ビジネス環境が良
くなりさえすればいいわけであり，それ以
上のことは必要ないというようなお声が多
いようです。ですから，そういった面での
戦略という話からすれば，それはオーナー
シップがあるかないかということは全然次
元の違う話だろうと思っています。
それから，松尾先生のお話にあったよう
な，いわば法整備支援のあるべき方法論と
しての戦略，例えば私は松尾先生のお話の
中で非常に重要だなといつも思うのは順序
です。ある国がある問題を抱えている時
に，それをどのような順序で解決していく
のかということを，こちらばかりが考えて
いるのではなく，先方の人たちともよく話
し合って，お互いにさてどういうふうにこ
れをやろうかと，それが１番いいのかとい
うことを，ここはやはり，ただ単に，例え
ば向こうがこういうことを求めているか
ら，ただそれに応じますといってやる支援
ではやはりダメであって，こんなことを
やって欲しいという要望があった時に，
ちょっと待ってくださいと，その前に皆さ
んやることはないですか，そこが大事なん
ですよ，ということに気づいてもらい，む
しろそっちから始めませんかというような
方向に話をもっていくという事は，非常に
大事なんだろうなと思っています。それも
やはり一つのあるべき手法としての戦略と
いうことになるんじゃないかと思いまし
て，ですから，その政治的，外交的な戦略
という意味と，オーナーシップという，
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オーナーシップというのはもちろんあるべ
き姿でありますが，これはあくまでもある
国を支援するとなった場合の話であり，私
はよく法的体力と言いますけども，対象国
の法的体力も高い・低いによりまして，
我々の対応の仕方がそれは当然違ってくる
というようなことを，それがどういう場合
にはどういう手法があり得る，どういう場
合にはどういう事情がある，これをいわば
システマタイズしていくという，その努力
はすべきだろうと思います。それはでも，
やはり千差万別になるわけですから，対象
国ごとに事情があるので，その事情をきち
んと汲み取っていって，やるということで
あれば，こちらに戦略があったとしても，
むしろ我々のやる戦略の中に，オーナー
シップの尊重というものがきちんと組み込
まれているという関係になるのではないか
なと思っています。私からは以上です。

庄地美菜子：

森永部長，ありがとうございました。
次の話に移りたいのですけれども，予想
外のことが起こった時に，どうするのかと
いうこともある意味「戦略」だと思いま
す。昨年度からのコロナウイルスの蔓延と
いうのは本当に大きな影響で，これもまっ
たく予想外のことだったのですが，これに
ついてどのように臨んできたかということ
について，小松先生お話しいただけます
か。

小松健太ＪＩＣＡ国際協力員・弁護士：

庄地さん，どうもありがとうございま
す。今回はこのような場にて錚々たるメン
バーの中で発言の機会をいただき，大変光
栄に思っております。

それでは非常時に関する戦略について述
べたいと思いますが，私は２０１４年から
２０１７年まで，あとは２０１９年からそ
の後はミャンマーにおりましたので，現場
の経験も踏まえながら申し上げることがで
きたらと思っております。まず１つ目は，
コロナに限らず，今現代社会は予測不可能
で，複雑な社会になってきていると思いま
す。もちろんコロナやクーデターなどの負
の影響もありますし，逆に，例えば
２０１１年以降のミャンマーなどの，カギ
カッコになってしまいましたけど「民主
化」というように正の影響を及ぼすものも
あります。そのような場合に，どのように
法整備支援が対応できるかということにつ
いてですが，やはりそういう時代，あとは
技術の革新などもありますが，中央といい
ますか，日本側で計画をきっちり細部まで
詰めて，それを現場で実施することという
のがどんどん難しなってきているのかなと
いうふうに感じます。規模は小さくとも，
例えば迅速で柔軟に対応し，その小さく始
めて規模を拡大し，インパクトを大きくす
ることがやはり求められてきているのでは
ないかと思います。そのために何ができる
かということですが，まずは日本側では，
やはり進むべき方向をちゃんと示していく
ことが大事だと思います。柴田課長からも
司法外交の話がありましたが，普遍的価値
や多様性，第１部でもお話があったと思い
ますけれども，民主主義，基本的人権，個
人の尊厳を大切にするよというようなこと
をまずは打ち出し，それに向かってどのよ
うなストーリーが作れるかということを考
える必要があるのかなと思います。個人の
尊厳の下には法の支配があり，法の支配の
下にはいろいろありますけれども，例えば
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証拠によって裁判をすることが必要で，そ
のためには，事実認定の訓練をやるといっ
たそのようなストーリーのチェーンをきっ
ちり説明できることが大事なのかなと思い
ます。もちろん普遍的価値の話，表現の自
由などの話もあると思いますけど，そうい
うストーリーを作っていって提示し，相手
カウンターパートに認めてもらうというこ
とが大事だと思います。それが結局，森嶌
先生が基調講演で示された，中国の台頭に
対してどういうふうに対応するべきかとい
う答えになって，やはり民主的で法の支配
の行き渡った世界の方がいいよねというこ
とになるのではないかと思います。また，
やはり迅速に物事を動かす必要もあるの
で，外部リソースへの調達の手続き等を簡
素化，迅速化するというのも大事だと思い
ます。
コロナについては，これは午前中の活動
報告でもご報告があったとおりですが，支
援の方法にいろいろな変化があります。も
ちろんオンラインツールやＩＴツールの活
用などがあり，オンラインの研修というの
が，行われているようになっています。ビ
デオ教材についても，ミャンマーでは調停
のビデオ教材を稲葉先生の協力も得て作る
ことができましたし，ＵＮＡＦＥＩさんや
ＩＣＤさんにご協力いただいて，刑事訴訟
や民事訴訟などの教材も作って活用されて
いるというふうに聞いています。本邦研修
については，対面の研修ができなくなった
ことはデメリットですけれども，反面，ス
ケジュールの柔軟性を活かして，講師の方
に時間や場所を気にすることなく参加して
いただくことができたり，あと，ＩＣＤ教
官は元々日本にいらっしゃいますが，その
方に現地の活動にも参加していただくなど

ということができるようになりました。創
意工夫ができるような時代になってきたの
かなと思います。ただ課題として，現地に
いる重要性というのは，やはり変わらず，
向こうのニーズを把握したり，人間関係を
構築したり，そういう意味で現地にいる方
というのはやはり重要なのかなと思いま
す。あともう１つ考えなくてはいけないの
は，やはりコロナの影響を受けた，より深
刻な影響を受けた層，ジェンダーの問題で
あったり，あるいは労働者の問題であった
り，そういう方々に対して何ができるかと
いうことです。今まで法整備支援で行って
いるものは，裁判，紛争解決を受動的に解
決するというようなことで，これは仕方が
ないと思いますが，そこにメインという
か，そこがやはりターゲットになってし
まっているので，それだけではなく，脆弱
層の方々にどうやってアウトリーチするか
みたいなことを考えていく必要があるのか
なというふうに思っています。
それで，ミャンマーの状況について鮎京
先生からご質問がありましたが，コロナの
影響で，去年の４月からは専門家がずっと
帰国しており，それ以来遠隔で活動を進め
ていました。２月のクーデター以降は午前
中の報告であったとおり，実質的な協力が
できていない状況です。今後の支援につい
ては，これはもうＯＤＡ全体に係る方針で
すので，日本政府，外務省が検討している
という状況になっています。鮎京先生から
問題提起があった点について個人的な意見
にはなりますけれども，補足させて頂きた
いと思います。まず，やはり法の支配，民
主主義に対する影響がどの程度なのか，こ
れからどのような影響が生じるかというこ
とは考えないといけないと思います。現状
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はかなり深刻な状態だというふうに思いま
す。また，考えなくてはいけない２点目
は，政権の正当化に力を貸すことにならな
いかどうかということは，考慮すべきこと
なのかなと思います。ミャンマーの国軍政
府というのは，憲法に則ってやっていると
言っておりますが，それは中々正当化が困
難ではないかという意見が強く，国軍の正
当性を支えているのは実効的な支配であ
り，そのような実効的な支配に力を貸すよ
うなことは良くないのではないかと思いま
す。あともう１つは，このＯＤＡ全体の裨
益者であるミャンマーの人たちの声を無視
しないということです。限られた調査しか
ありませんが，ミャンマー企業で働いてい
るミャンマー人の声などは，報道等がなさ
れているので，そういうことを考慮するこ
とは必要なことなのではないかというふう
に考えています。一般的に，民主主義の確
立への道というのは上がったり下がった
り，いろんな道もあります。民主主義や人
権の保護に懸念がある国も法整備支援の対
象になっていますが，だからといってやら
なくてもいいというわけではなく，民主主
義の理念をきちんと持ってそれを達成した
いという考えを持っていることを先方と共
有して対話をしながら案件を進める，活動
を進めるというのが大事なのではないかな
というふうに考えています。

庄地美菜子：

小松先生，どうもありがとうございまし
た。ここからは質疑応答の時間に入りたい
と思います。このパネルディスカッション
２に関連する質問をたくさんいただいてい
るのですが，せっかくですので，パネル
ディスカッション１の先生方にも入ってい

ただき，いただいた質問にできる限りお答
えしていただきたいと思います。パネル１
の先生方もカメラをオンにして入っていた
だけたらと思います。
本日は海外からもオンラインで多くの方
にご参加いただいております。まず，マ
レーシア犯罪防止機構の方からご質問をい
ただきました。質問内容をこちらで和訳し
たものを読み上げます。
地域的な包括的経済連携協定ＲＣＥＰは
歴史的に最も大きな経済協定とされていま
す。ＲＣＥＰや環太平洋パートナーシップ
に関する包括的および先進的な協定が構成
されることで，中国と日本の周辺における
東アジア諸国間の統合に影響が及んでいま
す。自由貿易に関する国々の利益に矛盾す
る不均衡な貿易協定が再びもたらされない
よう，ＩＣＤの将来的な関与は重要さを増
しています。ここで質問ですが，国内法を
起草・改正し，法制度司法制度を改善し，
ＲＣＥＰのニーズに適合するための地域法
律専門家のキャパシティビルディングを行
う国々の地域貿易，社会経済的利益の均衡
をとるに当たってのＩＣＤの将来的な役割
は何でしょうかということで，ＩＣＤへの
質問をいただきましてありがとうございま
す。これについて森永部長お願いします。

森永太郎：

ありがとうございます。非常に良い質問
でして，例えばＲＣＥＰとかＣＰＴＰＰで
すね。これはかなり多くの国々が，自国の
法整備の程度と言いますか，体制と言いま
すか，私もよく言う法的体力の上下に関わ
らず，イコール基本的には平等な立場でこ
れを締結し，互いに経済交流を図るという
ことになりますので，そうなりますと，や
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はりどうしてもそのメンバーの間で強弱，
つまり，やはり強い者と弱い者，法制度が
整っているから有利なところと整っていな
いために上手くいかないという国が出てき
ます。ですから，そういう意味では，そう
いう経済協定の中，若干法的体力の弱い国
が不利益を受けないように助けてあげると
いうのは，基本的に我々のとるべき姿勢で
はないかなというふうに思っています。た
だ，もちろんそれは何度も申しますよう
に，要請主義もありますし，こちらから出
ていってどうですか，こうしなさいという
わけにもいかないもので，しかも国内の利
益，国のインタレストとその地域のインタ
レストのバランスをとるというのは，基本
的にはその国の非常に大きな政策の問題で
すので，その部分はまさに国々がお決めに
なることですが，ただその場合に法的には
どうしたら一番いいのだろうかというアド
バイスをして差し上げるというのは，我々
のできる事ではないかというふうに考えて
います。

庄地美菜子：

ありがとうございます。では，次の質問
にまいりたいと思います。これは複数の方
からいただいているご質問です。法整備支
援の今後の展望，具体的に対象国を増やす
可能性や，その他のこれまでやってない地
域に対する支援に対する実情などについて
のお考えなどを教えていただければという
質問を多くいただいていますが，この点に
ついて，小松先生いかがでしょうか。

小松健太ＪＩＣＡ国際協力員・弁護士：

ありがとうございます。法整備支援の実
施と言いますか，政策の立案というのは，

もちろんＪＩＣＡだけで決められるわけで
はなく，日本政府全体で決められることで
す。もちろん開発協力大綱であったり，Ｓ
ＤＧｓ，あとは自由で開かれたインド太平
洋といった日本の大きな政策と，個々の
国々の状況やニーズなどを勘案しながら，
決定されています。
最近の動向から言うと，バングラデシュ
やスリランカなどで国別研修という，小規
模な案件は増えつつありますので，広がっ
ていく可能性はあるといえるでしょう。ア
フリカについては，午前中のＪＩＣＡの小
林さんの報告でもあったとおり，現在，ビ
ジネス関係，司法アクセス関係の調査を実
施し，案件の発掘につながるような取り組
みを進めているところであります。もちろ
んコロナの影響で中々難しいところがあっ
たりしますが，例えば司法アクセスの方で
は，やはりインフォーマルな調停というも
のが，かなりアフリカの農村，村々では果
たす役割が大きいということは判明してお
ります。調停については，私が紹介した
ミャンマー以外にも，もともとモンゴルや
インドネシア，バングラデシュと，いろい
ろな国で調停の案件はやっておりますの
で，そのような今まで法整備支援でやって
きた活動を広げるというのも１つの案とし
てはありえるのではないかと考えておりま
す。

庄地美菜子：

ありがとうございます。今の点に関連し
て，もし付け加えがあれば，柴田課長，お
願いできますか。

柴田紀子法務省大臣官房国際課長：

大丈夫です。
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庄地美菜子：

ありがとうございます。続きまして，森
嶌先生宛てに質問をいただいています。ご
講演でおっしゃっていたとおり，法整備支
援は国際的な政治情勢や多国間関係も踏ま
えて行われるものだと思いますが，アジア
太平洋における米中の競合対立は，今後の
日本による法整備支援にどのような影響を
与えるとお考えでしょうか。

森嶌昭夫名古屋大学名誉教授：

先ほどからのディスカッションの中で，
戦略や評価といった言葉が必ずしも同じ意
味内容で使われていないように思います。
森永さんがおっしゃるように，一般的にも
いろいろな使われ方をしているので，私の
今朝の基調講演との関係で，法整備支援に
おける「戦略」と「評価」について，申し
ます。まず，「戦略」です。最上位に，Ｏ
ＤＡ大綱に基づいた法整備支援事業全体の
戦略があります。その下位に，被支援国別
の支援目標と活動方法を定める国別戦略が
あり，さらにプロジェクト毎の戦略もあり
得ます。先ほどの松尾先生の国ごとの順位
付けは，国別戦略に位置付けられると思い
ます。これまでも，時代の変化に伴い，Ｏ
ＤＡ大綱（法整備支援政策）は変化してき
ました。今後は，米中関係の緊張化から，
ＯＤＡ全体の戦略だけでなく，被支援国に
対する支援戦略も変わってくる可能性があ
ります。ＯＤＡ予算も現時点では大きく法
整備支援に影響していないようですが，今
後，予算縮小が戦略に影響してくることも
あり得ます。最上位から下位に至る各層の
「戦略」は，これまでも世界や被支援国の
状況に対応して常に変化しており，柴田さ
んのところの法整備支援司令塔が，今後の

諸状況の変化を見通しながら，ＯＤＡ大綱
に則って最上位の「戦略」（法整備支援事
業全体の戦略）を策定・改定し，被支援国
毎の「戦略」（国別・プロジェクト毎の戦
略）については，ＪＩＣＡ，ＩＣＤが策定
することになるのだと考えます。
次に，「評価」です。法整備支援事業
は，商品の生産売買をしているのではな
く，大学で研究しているのではありません
から，商品が何個売れました，論文をいく
つ出しました，という基準で評価する訳に
はいきません。立法支援をしたからといっ
て，その法律が実効性を持つのかどうか，
その国の経済社会にどの様に貢献するの
か，先ほどから言われているように，評価
は非常に難しいです。指標を作ったとして
も，国によって状況が異なりますから，指
標を機械的に当てはめて評価しても意味が
ありません。ＪＩＣＡは，これまで，コン
サルなどに依頼して，他のＪＩＣＡ技術プ
ロジェクトと同じ評価方法によって評価し
ていますが，私には違和感があります。私
は，これまでにいくつかの人文系の研究機
関で第三者評価をした経験がありますが，
いずれも，その研究機関の専門分野の各種
専門家が専門分野の特殊性に応じた評価方
法を案出しながら評価をしていました。戦
略のところでも申しましたが，法整備支援
の戦略は，時代により，国により，異なり
ます。評価もそれに応じた方法を考えてい
かなければなりません。やればできます。
できるが難しい。皆さんで考え，２０２０
年以降の新たな時代の変化にチャレンジし
ていくことが大事だということを最後に申
し上げます。ありがとうございました。
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庄地美菜子：

ありがとうございました。すいません。
先ほどから挙手していただいていまして，
坂野先生，ご発言いただけますでしょう
か。

坂野一生カンボジア王国司法省アドバイ

ザー：

ありがとうございます。今，森嶌先生が
言われたこと，それからパネル１で矢吹先
生が言われていたこと，それから小松さん
も言われていたことと関係するんですけど
も，今回の連絡会には，日本からだけでは
なく，日本以外の方もご参加されていると
いうことで，法整備支援の支援という側面
だけではなく，もっと根源的な，法律を起
草や運用，それを使うための人材育成とい
うことについての課題を申し上げたいと思
います。
先ほどから出ている民主化，法の支配や
ガバナンスというような，普遍的な価値を
共有し，それらを醸成していくというよう
な環境が，国や地域によっては，もしかし
たら充分ではないという場合がよくありま
す。先ほど例に出たミャンマーは，その問
題が非常に極端な形で出た場合だと思いま
すが，そこまで極端でないまでも，そう
いった環境が十分ではないという場合に，
ルールを作ったり，それを使ったりする活
動，それからそれを使うための人を育てる
という活動を行うための前提条件ともいえ
るべき環境をどのように形成していくかと
いうことについても，やはり併せて考えて
いかなければいけないと思います。
例えば，法律には確かにこう書いてある
ものの，実際には異なる運用がされている
状態を致し方ないというような認識が支配

的であるような場合，とりわけそのような
認識が，法律を使うことあるいは作ること
に携わっている人間の中での共通の理解で
あるような場合は，やはり法整備に関わる
我々にとっても課題とすべき問題だと思い
ます。そういった場合に，その中でルール
を作ったり，あるいはそのルールを使うこ
とを支援していたり，あるいはそれを使う
ための人材を育てていくということは，一
見すると，そういった活動を行うための前
提がないと理解されることもあり，ＪＩＣ
Ａ的なプロジェクト形成の論理では，いわ
ゆる外部環境ということで，それがなけれ
ばプロジェクトの目標はそもそも達成でき
ないというような見方もあるかと思いま
す。しかし，実は，法の支配やルールを守
ることというのは，それを前提としてルー
ルを作るという単線的な発展の条件ではな
く，やはりルールを作ったり，それを使っ
ていったりする中で醸成されていくべきも
のだともいえますので，その点につきまし
て，単に法令を作るあるいは使うという支
援をするだけではなく，先ほど松尾先生が
ルールを作るためのメタルールという話を
しましたけども，ルールを守るあるいは
ルールを使っていくためのメタルールとい
うものの醸成というものを合わせて考えて
いかなければいけないのではないかなと思
います。以上です。

庄地美菜子：

坂野先生どうもありがとうございまし
た。時間になったのですが，最後に１問だ
け大変重要なご質問をいただいていますの
で，これで最後にしたいと思います。これ
についてはぜひＩＣＣＬＣの大野理事長に
お答えいただきたいのですが，大野理事
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長，カメラとマイクをオンにお願いできま
すでしょうか。いただいた質問は，法整備
支援事業への日本企業の具体的関与の状
況，課題，実施側等からの期待等について
教えてくださいというものです。よろしく
お願いいたします。

大野恒太郎公益財団法人国際民商事法セン

ター理事長：

日本企業は，アジアの民商事法の関係で
ユーザーの立場に立つわけで，切実な関心
を持っておられるところが多いと感じてい
ます。そして，そのような立場から意見を
述べて，法整備の現場に反映してほしいと
いうニーズがあると理解しています。１つ
例を申し上げますと，先ほどのＩＣＣＬＣ
の業務紹介のところでも申し上げました
が，日本に来られている法整備の外国当局
者と，日本の企業や法律実務家との間で意
見交換を行うことが重要だと考え，
２０１９年秋にインドネシアの法務省の方
が来られた時に，そうした意見交換会を実
施しました。インドネシアで，日本の企業
が直面している様々な法的な問題につい
て，一部苦情に渡るところも含め率直な意
見を述べていただきました。インドネシア
側からは，事前に質問の内容をお伝えして
いたこともあり，真摯で内容のあるご説明
がなされました。こうした意見交換は，法
整備が外国の企業等にとっても非常に関心
の高いものであるということを当局者に理
解してもらう上でも，非常に役に立ったと
いうように考えております。外国当局者の
ご担当であるとか，あるいはそのランク等
によって，日本の企業側と意見交換をする
にふさわしい場合というのは限られるかと
思いますけれども，今後も適当な機会があ

れば，ぜひＩＣＤとも相談して同様の企画
を実施していきたいと考えております。ま
た，私ども財団の会員企業から法整備に関
する要望や意見があった場合には，ＩＣＤ
を始めとする当局の方にこれを繋いでいき
たいと考えております。ありがとうござい
ました。

庄地美菜子：

大野理事長，どうもありがとうございま
した。それでは，まだまだ質問をたくさん
いただいているのですが，時間ですので，
質疑応答の時間を終わりたいと思います。
質問を寄せてくださった参加者の皆様，ど
うもありがとうございました。

閉会挨拶

大野恒太郎公益財団法人国際民商事法セン

ター理事長：

今回の連絡会は，コロナ禍の下で，イン
パーソンとオンラインのハイブリッド方式
により行われ，大変多数の方のご参加を得
ることができました。直接お目にかかって
お話ができないというのは残念でしたが，
その一方で，オンラインによりますと場所
の制約を超えて多数の方のご参加をいただ
くという利点もあり，これはポストコロナ
においても大いに参考になるのではないか
と考えております。
今回のテーマは，法務総合研究所国際協
力部創立２０周年を記念して，これまでの
法整備支援の軌跡を振り返ると同時に，今
後の法整備支援のあり方についても意見交
換を行うという，大変聞きごたえのある内
容のものでした。あっという間に終了時間
を迎えてしまい，時間が足りなかったとい
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うようにも感じました。基調講演を行われ
た森嶌先生，パネリストの皆様方，そして
連絡会の設営に当たった法務総合研究所の
皆さんに厚く御礼を申し上げます。法整備
支援は，今や我が国の司法外交戦略の中で
確固たる地位を占めております。若い法律
家の中にもこれを希望する者が増加してい
る状況にあります。これは先覚者の方々の
先見の明とここにおられる皆様方のご尽力
の賜物であり，改めて敬意を表したいと思
います。
さて，本日の連絡会においては，これか
らの法整備支援について，様々な意見が開
陳されました。法整備支援が開始された時
期と現在とを比較いたしますと，アジアの
法制度をめぐる環境には，極めて大きな変
化を生じています。当時はかつての社会主
義経済を市場経済に転換して行くための法
整備の重要性が強調されたのですが，その
後，中国を始めとするアジア経済は目覚し
い発展を遂げ，今や欧米の先進国にも迫る
勢いを示しています。そして，急激なＩＴ
化の進展は，人々の生活や社会経済のあり
方を抜本的に改めつつあり，そうした分野
ではむしろ中国等の方が我が国よりも先に
進んでいるというような様相すら呈してい
ます。そのような状況を背景に，相手国が
求める法整備支援の内容も，基本法の整備
だけではなく，知財制度の整備等を含め，
より実務的，今日的なテーマを含むように
なりつつあります。先ほど，法整備支援の
戦略については，様々な捉え方や議論があ
りましたが，現在，法整備支援について，
国際間のドナーの競争も激しさを増してい
る中で，我が国が法整備支援を実施して行
く上で大切なことは，これまで高く評価さ
れてきたいわゆる寄り添い型支援の長所，

経験を活かしながら，同時に相手国の具体
的なニーズに応じて，作業の順序に配慮を
しながらも，より柔軟で迅速な対応を行う
ことも必要とされるだろうと考えていま
す。これに伴って，我が国に求められる法
整備支援の方法も，日本がかつて欧米の法
制度を継受したその経験に基づいて相手国
を指導するというものから，急速に発展す
るＩＴ分野などを中心に，新たに生じてい
る法的問題への対処を相互に研究し，協働
する，つまり日本側も学んでいくという双
方向的なものへと，次第にそのウエイトを
移して行くように思われます。
また，その担い手も官と民が，もちろん
学者の方も含めて，協働していくことが重
要です。法整備支援ということで，法律制
度，公的な立法に関わる以上，官側の対応
が不可欠であることは明らかですが，さり
とて，裁判所あるいは法務省というような
役所の持っている人的リソースだけで対応
する事は不可能です。したがって，今後は
官民が一層，相互乗り入れというようなこ
とも含めて，協力して対応していくことが
肝要であり，それが従来の例えば，裁判
官，検察官，弁護士というような縦割りの
固定された役割を超えて，もっと新しい国
際法務にも関わるキャリアパスを創造して
いくということにも結びついていくことを
期待しています。
なお，法整備支援の対象国につきまして
は，先ほどから出ておりますミャンマーの
ように，民主主義や人権，あるいは法の支
配を揺るがすような事態も生じており，憂
慮を禁じ得ないところです。また，中国に
ついては，香港や新疆ウイグル自治区をめ
ぐる問題等が国際的に懸念されています。
そうした状況を受けて，法整備支援をめ
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ぐっては，様々な考え方があり得るだろう
と思います。しかし，社会経済の基盤であ
る法制度の整備は，いわば百年の大計であ
り，本来息の長い事業です。したがって，
私たちとしては自由あるいは民主主義，人
権，法の支配という基本的な価値につい
て，その立場を堅持しつつ，可能な範囲で
なお地道に法整備支援の取り組みを続けて
いくべきだと信じております。
最後に，法整備支援が今後もアジア各国
における法の支配の確立や法的相互理解の
発展を通じて，我が国を含む国際社会の安
定と繁栄に資することをお祈りし，本日の
連絡会に参加された皆様方にも一層のご尽
力をお願いして閉会の挨拶といたします。
どうもありがとうございました。


